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はしがき 

 

レンガやコンクリートブロックを積み上げて構築される組積造は、世界で最も一般的に

使用されている建築構造方法の一つである。歴史的な建築物から一般の住宅に至るまで数

多くの組積造建築物が建設されている。一方、我が国においては、1923 年の関東大震災に

おいて西洋の建築様式を取り入れた組積造の建築物が大きな被害を被ったこと、あるいは、

伝統家屋において木造が主流であったこと等により、組積造はそれほど一般的に普及して

いるとは言い難い。 

開発途上国においては、現在、なお、我が国の先端的な耐震工学に関する知見、技術の移

転に対する強い要望がある。このような知見、技術の移転に当たっては、開発途上国で一般

的な組積造建築物への適用性、又は、適用方法が、しばしば重要な検討課題となる。そのた

めには、組積造の構造特性に係る情報が必要不可欠となるが、我が国においては補強組積造

等、一部の組積造を除き、これらの情報が不足しているのが現状である。 

そこで、建築研究所では、国際地震工学研修の充実、普及を主な目的とした研究課題「開

発途上国の現状に即した地震・津波に係る減災技術及び研修の普及に関する研究」（平成 30

年度～令和 3年度）を立ち上げ、その中で組積造壁の構造特性を調査することとした。すな

わち、世界で主流となっている一定の耐震性を有する組積造壁の構造形式を網羅した上で、

これらの構造形式毎に、強度・変形に係る実験データを文献調査により収集し、これらを回

帰分析して導かれる回帰式や既往の評価式をもとに組積造壁の強度・変形を推定して、組積

造の構造的な特性を明らかにすることにした。本書は、この結果を取りまとめたものである。

なお、アドべ造等のいわゆるノンエンジニアドな組積造は検討対象に含めていない。 

このような回帰分析等に基づく分析結果は、鉄筋コンクリート造の場合と比較して示し

ており、組積造壁の特性を鉄筋コンクリート造と比較して把握できるようにしている。また、

組積造壁の構造形式毎の特性の違いや強度・変形の回帰式の精度も、本書において明らかに

している。これらの結果を活用することで、組積造壁を用いた建築物への既往の耐震技術の

応用、展開が期待される。本書では、このような活用例として、耐震診断への本分析結果の

適用方法が示されている。 

なお、本書で収集した実験データについては、補強組積造に関する日米共同大型耐震実験

研究（昭和 59年度～昭和 63年度）等により、過去に建築研究所で実施された組積造壁の実

験結果も含めている。また、構造実験データベースをエクセル形式で建築研究所国際地震工

学センターのホームページで公開し、組積造壁に関する他の研究開発や各種評価式の検証

等にも使用できるようにしている。 

本書のように、世界で主流な組積造壁の構造形式を網羅した上で、耐震性評価に必要な強

度、変形に係る実験データを整理分析し、各種組積造壁の特性を比較検討した事例は世界的

にみて他に例がなく、組積造壁に関するグローバルで貴重な技術資料となっている。 



 

組積造は、施工性、経済性あるいは意匠性から見ても、大変、優れた構造方法の一つであ

る。耐震的考慮を払って設計・施工された組積造壁は、鉄筋コンクリート造の耐力壁と同様、

十分な耐震強度を有する重要な耐震要素となり得ることは、過去の多数の地震で示されて

いる。今後、我が国においても耐震性の確保が適切に行われていることを条件に、組積造の

普及がより進むことも、十分、考えられる。 

本書が、開発途上国への技術協力に携わる研究者、技術者のみならず、我が国の実務設計

者等にも参考とされることを期待したい。 
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水平力を受ける組積造壁の強度と変形 

－既存の実験データの分析－ 

 

菅野俊介＊1，大塚悠里＊2，小豆畑達哉＊3 

 

概要 

 

組積造壁の構造特性を把握するため、全充填型補強組積造（Full-Grout Reinforced Masonry：

RMF）壁、部分充填型補強組積造（Partial-Grout Reinforced Masonry：RMP）壁、先積型枠組

組積造（Before-Cast Framed Masonry：CM）壁、及び、後積型枠組組積造（After-Cast Framed 

Masonry：MI）壁の 4 つの構造形式に分類した上で、それぞれについて文献調査により実験

データを収集し、これらを回帰分析して導かれる回帰式や既往の評価式をもとに強度と変

形を推定した。収集したデータ数は、全充填型補強組積造（RMF）壁、部分充填型補強組積

造（RMP）壁、先積型枠組組積造（CM）壁、及び、後積型枠組組積造（MI）壁のそれぞれ

で、149体、114体、150体、及び、130体であり、計 543体である。 

実験データと回帰式による推定結果との比較から、強度（ひび割れ強度、降伏強度、最大

強度）、及び変形（ひび割れ変形、降伏変形、最大強度時変形、限界変形）共に、回帰式に

より概ね良い精度で推定できることを示した。ただし、変形の場合では実験結果と推定結果

との差異が大きくなる結果となった。 

また、鉄筋コンクリート造壁についても、組積造壁と同様の回帰分析を行った。その結果

に基づき、鉄筋コンクリート造壁と各組積造壁の復元力特性を比較したところ、組積造壁の

降伏強度及び最大強度は鉄筋コンクリート造壁と比較すると総じて低くなる傾向が認めら

れた。さらに、組積造の各構造形式で復元力特性を比較すると、MI 壁の限界変形は、ばら

つきは大きいが、他の構造形式よりやや大き目になる傾向があることが明らかとなった。 

本研究で作成した構造実験データベースとこれを用いて導かれた回帰式については様々

な活用方法が考えられる。その一例として、鉄筋コンクリート造を主な対象とした耐震診断

法を、本研究で得られた回帰式を用いて組積造壁を有する建築物に適用する方法を示した。 
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STRENGTH AND DEFORMATION OF MASONRY WALLS 

SUBJECTED TO LATERAL FORCES 

－Review of Existing Test Data in Japan and Overseas－ 

 

Shunsuke SUGANO＊1，Yuri OTSUKA＊2，Tatsuya AZUHATA＊3 

 

ABSTRACT 

 

 In order to understand the structural characteristics of masonry walls, we classified them into four 

types: full-grout reinforced masonry (RMF) walls, partial-grout reinforced masonry (RMP) walls, 

before-cast framed masonry (CM) walls, and after-cast framed masonry (MI) walls. Moreover, we 

collected experimental data by literature surveys for each type of wall and estimated the strength and 

deformation based on regression equations derived from regression analyses and existing design 

equations. The data collected were 149, 114, 150, and 130 for RMF, RMP, CM, and MI walls, 

respectively, for a total of 543. 

 From the comparison between the experimental data and the prediction results by the regression 

equations, we clarified that both strength (cracking strength, yield strength, and maximum strength) 

and deformation (cracking deformation, yield deformation, deformation at maximum strength, and 

critical deformation) could be predicted with reasonable accuracy by the regression equations. 

However, in the case of deformation, the difference between the experimental and predicted results 

was more considerable. 

 We conducted the same regression analyses for the reinforced concrete walls as the masonry ones. 

Based on those results, we clarified the yield strength and the maximum strength of the masonry walls 

tended to be lower than the reinforced concrete walls. In addition, when we compared the restoring 

force characteristics for each type of masonry wall, it was found that the limiting deformation of MI 

walls tended to be slightly larger than that of other types, although the variation was considerable. 

 We can use the structural experimental test database and the regression equations derived from it in 

various ways. As one example, we demonstrated how to apply the seismic diagnosis method mainly 

for reinforced concrete structures to buildings with masonry walls using the regression equations. 
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第 1 章 序論 

 

 本章では、本資料の目的について述べる。また、本資料で対象とする組積造壁の形式と分

類、復元力特性の骨格曲線モデル、破壊形式、用語及び番号の設定について述べる。 

 

1.1 目的 

 組積造は高度な施工性、経済性、意匠性を有することから、歴史的にも世界で広く用いら

れている構造形式である。しかしながら、組積造は近年では、2001 年のエルサルバトル地

震例えば 1)、2005 年のパキスタン地震例えば 2), 3)、2007 年のペルー地震例えば 4)、2015 年のネパー

ルゴルカ地震例えば 5)など開発途上国を中心に大きな地震被害を被っている。このような地震

被害の背景には、特に開発途上国において、組積造の施工及び設計法の整備が十分に成され

ていない現状があると考えられる。一方、我が国においては、1923 年の関東大震災におい

て組積造は大きな被害を受け 6)、それ以降、組積造は一般的に普及するには至らなかった。

そのため、1984年から 1988年の 5年間にかけて日米の国際共同耐震研究プログラムとして

補強組積造が取り上げられ、日本側は建築研究所が中心となって、5階建て補強組積造の実

大実験などを行い、中層補強組積造の設計指針案及び施工案を作成している 7), 1.3)~1.11), 1.13), 

1.15), 1.16), 1.18), 1.19)。また、近年では、補強組積造による建築物が設計され始めている 8), 9)。し

かしながら、依然として、我が国においては組積造が一般的に普及しているとは言い難い。 

 耐震性に優れた組積造の普及のためには、適切な設計法と施工法の確立が求められる。そ

のために、本資料巻末の文献リストに示される通り、世界各国で組積造の性能を把握するた

めの精力的な研究が行われてきたところである。数多くの構造実験が実施され、その結果に

基づき、復元力モデルの提案が行われ、あるいは変形性能に関する分析がなされている。 

 しかしながら、これら既往の研究は主に自国で用いられているものを中心に、ある特定の

構造形式の組積造を対象としたものがほとんどである。 

 このような状況の中、本資料では、組積造の特性をより明確に把握できるようにするため、

世界各国で個々に分散した知見及び情報を一度集約し、これらを統計的に分析し、総合化す

る取り組みが有効かつ必要であると考えた注)。情報を集約することで、より一般的な組積造

の復元力特性モデルを構築でき、また、構造形式の異なる組積造の相互、あるいは鉄筋コン

クリート造の特性との比較を行うことで、組積造の構造形式に応じた特性を抽出すること

が可能となる。さらに、鉄筋コンクリート造と同様のレベルで復元力特性のモデルを構築で

きれば、鉄筋コンクリート造を対象に開発された耐震診断法等の評価技術を組積造にも展

開することが可能となる。 

 このような考えの下、本資料では、既往の文献調査より、組積造壁構造実験データベース

を作成し、それを用いて回帰分析を行うことにより、組積造壁の構造特性を示した。具体的

には、まず、既往の文献調査より、組積造壁を全充填型補強組積造（Full-Grout Reinforced 



 

2 

 

Masonry：RMF）壁、部分充填型補強組積造（Partial-Grout Reinforced Masonry：RMP）壁、

先積型枠組組積造（Before-Cast Framed Masonry：CM）壁、後積型枠組組積造（After-Cast Framed 

Masonry：MI）壁に分類し、試験体の諸元、使用材料等をパラメータとする構造実験データ

ベースを作成した。なお、先積型枠組組積造（CM）壁は「Confined Masonry」、後積型枠組

組積造（MI）壁は「Masonry Infill」が広く用いられている名称であるため、略称を CM、MI

とした。また、作成した組積造壁構造実験データベースを用いて回帰分析を行い、組積造壁

の強度及び変形の回帰式を組積造壁の構造形式ごとに提案した。さらに、組積造壁の構造種

別ごとの比較と組積造壁と鉄筋コンクリート造壁の比較を行い、組積造壁の構造形式及び

鉄筋コンクリート造壁との差異を明らかにした。加えて、組積造壁を鉄筋コンクリート造の

耐震診断基準に適用しうる靭性指標 F と強度寄与係数 α を提案し、また、鉄筋コンクリー

ト造壁に用いられる既存の評価式を組積造壁に適用する方法を示した。最後に、作成した組

積造壁構造実験データベースを国際地震工学センターのホームページ上に公開した

（ https://iisee.kenken.go.jp/masonry/Jpn.html（日本語版）、 https://iisee.kenken.go.jp/masonry/ 

Eng.html（英語版））。なお、本資料の一部は文献 10)で発表されているが、本資料はひび割れ

点及び降伏点における検討と、鉄筋コンクリート造壁との比較、耐震診断基準への適用に関

する検討を加え、整理したものである。また、文献 10)から本資料において、「RM1」を「RMF」

に、「RM2」を「RMP」に名称を変更した。 

 

注) 本資料の作成に先立ち、著者の一人である菅野と他の共同研究者により、建築研究所国

際地震工学センターの研究課題「開発途上国の地震・津波に係る減災技術の高度化と研

修の充実に資する研究（平成 24 年度～26 年度）」及び「地震・津波に係る減災技術の

開発途上国への適用と情報共有化に資する研究（平成 27年度～平成 29年度）」の一環

として同様の考えに基づく研究が実施されている。そこでは、89 体の先積型枠組組積

造（CM）壁のデータより、組積造壁の強度と変形の回帰式が提案された 11)。しかしな

がら、先積型枠組組積造（CM）壁以外の構造形式のみならず、先積型枠組組積造（CM）

壁も含め、組積造の復元力特性を論じるのに十分な数の実験データは収集されておら

ず、従って本資料で目指すような体系的な結論を得るまでには至らなかった。そこで、

本資料に示す取り組みにおいて、当研究を引き継ぎ、これを発展させることとした。 
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1.2 組積造壁の構造形式の分類 

 本資料では、まず、組積造壁を「補強組積造（Reinforced Masonry：RM）壁」と「枠組組

積造（Framed Masonry：FM）壁」の 2 種類に分類した。なお、本資料では、耐震対策への

工学的配慮や仕様上の特徴から一定の耐震性を有すると考えられる組積造壁を検討対象と

し、アドベ造、石造等のいわゆるノンエンジニアド（Non-engineered）な組積造壁は対象と

していない。 

 補強組積造（RM）壁については、さらに「全充填型補強組積造（RMF）壁」と「部分充

填型補強組積造（RMP）壁」の 2種類に分類した。全充填型補強組積造（RMF）壁は、全て

の組積造ブロックがコンクリートで充填されている構造（図 1.1(a)）だが、部分充填型補強

組積造（RMP）壁は、鉄筋で補強された部分のみコンクリートで充填されている構造（図

1.1(b)）である。 

 枠組組積造（FM）壁については、さらに「先積型枠組組積造（CM）壁」と「後積型枠組

組積造（MI）壁」の 2 種類に分類した。先積型枠組組積造（CM）壁は先に組積造を配置し、

その後に拘束鉄筋コンクリート造フレームを施工する構造である（図 1.2(a)）。一方、後積

型枠組組積造（MI）壁は、先積型枠組組積造（CM）壁と逆の施工方法で建てられ、先に拘

束鉄筋コンクリート造フレームを設置した後に組積造を施工する構造である（図 1.2(b)）。 

 図 1.1、図 1.2に、以上の様に分類された各組積造壁の概要を示す。 
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(a) 全充填型補強組積造（RMF）壁 

 
全充填型補強組積造（RMF）壁 

部分充填型補強組積造（RMP）壁 

 (b) 部分充填型補強組積造（RMP）壁 

図 1.1 補強組積造（RM）壁 

 

 

(a) 先積型枠組組積造（CM）壁 

 

(b) 後積型枠組組積造（MI）壁 

図 1.2 枠組組積造（FM）壁 

 

 

鉄筋コンクリート

鉄筋コンクリート
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1.3 復元力特性の骨格曲線モデル 

 枠組組積造壁を対象とした Elwood12)及び Zavala13)による研究等に倣い、組積造壁の復元

力特性を図 1.3に示すようにモデル化する。図 1.3において、組積造壁の復元力特性は、ひ

び割れ点、降伏点、最大強度点、限界点で構成され、それぞれの点で、剛性が変化する。な

お、限界点は、強度が最大強度の 80%に低下する点とした。 

 また、ひび割れ点は主に、壁板のせん断ひび割れ（対角ひび割れ、せん断すべりひび割れ

等）発生時の強度及び変形であり、論文中にひび割れ強度及び変形として特記されているデ

ータを採用した。なお、ひび割れの発生位置が特定されていないデータも少なくない。 

 さらに、降伏点は主に、曲げ補強筋のひずみが降伏ひずみを超えた際の強度及び変形であ

り、論文中に降伏強度及び変形として特記されているデータを採用した。なお、降伏点のデ

ータには、文献 3.49)のように、荷重変形曲線の分析から顕著な剛性変化が観察された点を降

伏点と定めたものも含まれる。 

 

 

図 1.3 組積造壁の復元力特性 12), 13) 
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1.4 組積造壁の破壊形式 

 本資料では、組積造壁の破壊形式を、「せん断破壊型（S）」、「曲げせん断破壊型（FS）」、

及び、「曲げ破壊型（F）」の 3 つに分類する。図 1.4 に各組積造壁の破壊形式の様相を、図

1.5に破壊形式ごとの復元力特性を示す。「せん断破壊型（S）」の破壊形式となる場合は、ひ

び割れ点から降伏点を経由することなく、直接、最大強度点に至るものとしている。なお、

「せん断破壊型（S）」と分類した実験データには、降伏点があるものも含まれるが、著者の

破壊形式の判定を尊重し、論文中に記載されている破壊形式を採用した。 

 

 

    

曲げ破壊型（F） せん断破壊型（S） 曲げ破壊型（F） せん断破壊型（S） 

(a) 補強組積造（RM）壁 14) (b) 先積型枠組組積造（CM）壁 3.6) 

   

Mechanism（1） Mechanism（2） Mechanism（3） 

(c) 後積型枠組組積造（MI）壁 15) 

図 1.4 組積造壁の破壊形式 

  

(a) 曲げ破壊・曲げせん断破壊（F・FS） (b) せん断破壊（S） 

図 1.5 破壊形式ごとの復元力特性 
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1.5 用語、式・図・表番号、文献番号の設定 

 本節では、本資料における用語、式・図・表番号及び文献番号の表記方法について述べる。 

 

（1） 用語表記の簡略化等について 

 本資料では、以下のように用語を省略している。壁の強さを表す力学量として、単位が kN

のものを「耐力」と、これらを面積で除したものを「強度」と表記する。なお、曲げ耐力

Vmu((2.9)式)を断面積で除した、曲げ耐力時平均せん断応力度も「曲げ強度」と定義する。ま

た、「変形」は、変形量を反曲点高さ（せん断スパン）hで除した変形角（rad.）とする。 

 

組積造耐力壁        → 組積造壁 

基準化した強度       → 基準化強度 

ひび割れ時における強度   → ひび割れ強度 

ひび割れ強度時における変形 → ひび割れ変形 

降伏時における強度     → 降伏強度 

降伏強度時における変形   → 降伏変形 

最大強度時における変形   → 最大強度時変形 

限界状態における変形    → 限界変形 

 

（2） 式及び図表番号について 

 式及び図表番号については、以下のように設定した。 

 

式：章番号.式番号（例：(1.1)式、(2.1)式） 

図：章番号.図番号（例：図 1.1、図 2.1） 

表：章番号.表番号（例：表 1.1、表 2.1） 

 

（3） 文献番号について 

 文献番号については、以下のように、1.1節及び全体においては参照順としているが、2.2

節では組積造壁の構造形式ごとに設定した。 

 

1.1節及び全体   ：文献番号 （例：文献 1)、 文献 2) ） 

全充填型補強組積造（RMF）壁 ：1.文献番号（例：文献 1.1)、文献 1.2)） 

部分充填型補強組積造（RMP）壁：2.文献番号（例：文献 2.1)、文献 2.2)） 

先積型枠組組積造（CM）壁 ：3.文献番号（例：文献 3.1)、文献 3.2)） 

後積型枠組組積造（MI）壁 ：4.文献番号（例：文献 4.1)、文献 4.2)） 

鉄筋コンクリート造（RC）壁 ：5.文献番号（例：文献 5.1)、文献 5.2)） 
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第 2 章 構造実験データベースの概要 

 

 本章では、本資料において作成した構造実験データベースの概要を述べる。本資料で検討

対象とした構造実験データは、図 2.1 に示すように静的な水平方向の加力 V と一定の鉛直

軸方向力 N を受ける試験体である。両端固定型と片持ち型の 2 つの加力方法による実験結

果が含まれる。それぞれの加力方法によるモーメント図を、図 2.1(a)、及び、図 2.1(b)に示

す。なお、図中の hは反曲点高さ（せん断スパン）を示す。 

 

  

(a) 両端固定型 (b) 片持ち型 

図 2.1 載荷図 

 

  

M

M

h

h
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2.1 構造実験データベースの構成 

 本資料で作成した構造実験データベースは、以下に示す A～C 列と D～AT列の 43項目か

ら構成される。なお、本資料では、全ての試験体において、数値が示された共通因子のみ（組

積造壁体、組積体については①組積体の圧縮強度 Fmのみが全壁試験体に共通する因子）を

分析に用いた。 

 

 A列 「No.」 ：論文番号 

 （論文名等の詳細については、公開されている本データベース（7.7

節）の「List of Papers」を参照されたい。） 

 B列 「Specimen」 ：論文に記載されている試験体名 

 C列 「Mode」 ：「せん断破壊型（S）」、「曲げせん断破壊型（FS）」、「曲げ破壊型（F）」

（1.4節参照） 

 

 以下の 43項目は、材料強度に関するもの（①②⑬⑮⑰⑲㉝㊲㊳㊴㊵）、試験体諸元に関す

るもの（③④⑤⑥⑦⑧㉞㉟）、配筋等試験体詳細に関するもの（⑪⑫⑭⑯⑱）、軸力に関する

もの（⑨⑩㊱）、既往の評価式により求めた耐力に関するもの（㊶㊷㊸）、及び、実験値(⑳

㉑㉒㉓㉔㉕㉖㉗㉘㉙㉚㉛㉜)に関するものに大別される。 

 

① 𝐹𝑚（N/mm2） ：組積体の圧縮強度 

② 𝐹𝑐（N/mm2） ：コンクリートの圧縮強度 

③ 𝐿（mm）  ：試験体長さ 

④ 𝑡（mm）  ：壁厚 

⑤ 𝐵（mm）  ：柱幅 

⑥ 𝐷（mm）  ：柱せい 

⑦ ℎ（mm）  ：反曲点高さ（せん断スパン） 

⑧ 𝐴𝑤（mm2） ：全断面積 

⑨ 𝑁（kN）  ：軸力 

⑩ 𝜎0（N/mm2） ：軸応力度 

⑪ ∑𝑎𝑡（mm2） ：引張鉄筋の全断面積（RM）、柱主筋の全断面積（FM） 

⑫ 𝑝𝑡𝑒  ：引張鉄筋比（RM）、柱の主筋比（FM） 

⑬ 𝜎𝑦（N/mm2） ：引張鉄筋の降伏強度（RM）、柱主筋の降伏強度（FM） 

⑭ ∑𝑎𝑣（mm2） ：壁の縦補強筋の全断面積 

⑮ 𝜎𝑣𝑦（N/mm2） ：壁の縦補強筋の降伏強度 

⑯ 𝑝𝑤𝑒  ：壁の横補強筋の鉄筋比 

⑰ 𝜎𝑤𝑦（N/mm2） ：壁の横補強筋の降伏強度 

⑱ 𝑝𝑤𝑐   ：柱の横補強筋比 
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⑲ 𝜎𝑐𝑦（N/mm2） ：柱の横補強筋の降伏強度 

⑳ 𝑉𝑚𝑎𝑥（kN） ：最大耐力 

㉑ 𝜏𝑚𝑎𝑥（N/mm2） ：最大強度 

㉒ 𝑅𝑚𝑎𝑥（×10-3 rad.） ：最大強度時変形 

㉓ 𝑅𝑢（×10-3 rad.） ：限界変形 

㉔ 𝑉𝑐𝑟（kN）  ：ひび割れ耐力 

㉕ 𝜏𝑐𝑟（N/mm2） ：ひび割れ強度 

㉖ 𝜏𝑐𝑟 𝐹𝑚⁄   ：基準化ひび割れ強度 

㉗ 𝑅𝑐𝑟（×10-3 rad.） ：ひび割れ変形 

㉘ 𝑉𝑦（kN）  ：降伏耐力 

㉙ 𝜏𝑦（N/mm2） ：降伏強度 

㉚ 𝜏𝑦 𝐹𝑚⁄   ：基準化降伏強度 

㉛ 𝑅𝑦（×10-3 rad.） ：降伏変形 

㉜ 𝜏𝑚𝑎𝑥 𝐹𝑚⁄   ：基準化最大強度 

㉝ √𝐹𝑚  ：組積体の見掛け上の引張強度を表す変数 

㉞ ℎ 𝐿⁄   ：せん断スパン比 

㉟ 𝐴𝑐 𝐴𝑤⁄   ：柱と壁の断面積比 

㊱ 𝜎0 𝐹𝑚⁄   ：軸応力度と組積体の圧縮強度の比 

㊲ 𝐹𝑐 𝐹𝑚⁄   ：コンクリートと組積体の圧縮強度の比 

㊳ 𝑝𝑡𝑒 ∙ 𝜎𝑦 𝐹𝑚⁄  ：基準化引張鉄筋強度 

㊴ 𝑝𝑤𝑒 ∙ 𝜎𝑤𝑦 𝐹𝑚⁄  ：基準化壁横補強筋強度 

㊵ 𝑝𝑤𝑐 ∙ 𝜎𝑐𝑦 𝐹𝑚⁄  ：基準化柱横補強筋強度 

㊶ 𝑉𝑠𝑢（kN）  ：せん断耐力 

㊷ 𝑉𝑚𝑢（kN） ：曲げ耐力 

㊸ 𝜏𝑠𝑢 𝜏𝑚𝑢⁄   ：せん断強度と曲げ強度の比 

 

 ①の組積体の圧縮強度 Fmとは、組積造を構成するレンガとモルタル目地からなる集合体

を指し、目地を含む試験体を見掛けの断面積（⑧全断面積 Aw）に対する平均圧縮応力度と

して求められ、間接的に目地の影響が含まれている。 

 ㉝の組積体の見掛け上の引張強度を表す変数√𝐹𝑚は、鉄筋コンクリート造梁の曲げひび割

れ強度がコンクリートの圧縮強度の平方根を用いて評価されている（後述図 2.9参照）こと

から、この例に倣い、組積体の圧縮強度の平方根で表した。 

 本データベース構成項目のうち、特に、定義、算出方法等について確認が必要と思われる

ものについて、以下に説明を加える。式中の記号については、適宜、図 2.2を参照されたい。

なお、図 2.2は片持ち型の場合（図 2.1(b)）を示す。 
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（1） 試験体諸元に関する項目について 

 全断面積 Aw は補強組積造（RM）壁では(2.1)式、枠組組積造（FM）壁では(2.2)式により

算定した。 

 

［RM］ 𝐴𝑤 = 𝐿 × 𝑡 (2.1) 

［FM］ 𝐴𝑤 = (𝐿 − 2 × 𝐷) × 𝑡 + 2 × 𝐵 × 𝐷 (2.2) 

 

𝐴𝑤 ：全断面積（mm2） 

𝐿 ：試験体長さ（mm） 

𝑡 ：壁厚（mm） 

𝐵 ：柱幅（mm） 

𝐷 ：柱せい（mm） 

 

（2） 配筋等試験体詳細に関する項目について 

 補強組積造（RM）壁の引張鉄筋比または枠組組積造（FM）壁の柱の主筋比 pte は、(2.3)

式により算定した。 

 

𝑝𝑡𝑒 =
∑𝑎𝑡
𝐴𝑤

 (2.3) 

 

𝑝𝑡𝑒 ：引張鉄筋比（RM）、柱の主筋比（FM） 

𝛴𝑎𝑡 ：引張鉄筋の全断面積（RM）、柱主筋の全断面積（FM）（mm2） 

 

 壁の横補強筋の鉄筋比 pweは、(2.4)式により算定した。 

 

𝑝𝑤𝑒 =
𝑎𝑤𝑒

𝑡 × 𝑠𝑤𝑒
 (2.4) 

 

𝑝𝑤𝑒 ：壁の横補強筋の鉄筋比 

𝑎𝑤𝑒 ：1対の壁の横補強筋の面積（mm2） 

𝑠𝑤𝑒 ：壁横補強筋の間隔（mm） 

 

 ただし、枠組組積造（FM）壁の場合は、壁厚 tを(2.5)式による等価壁厚 teに読み替える。

式中の Awは、(2.2)式に示される通り、柱の断面積を含む。 
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𝑡𝑒 =
𝐴𝑤
𝐿

 (2.5) 

 

 柱の横補強筋比 cpwは、(2.6)式により算定した。 

 

𝑝𝑤𝑐 =
𝑎𝑤𝑐

𝐵 × 𝑠𝑤𝑐

 (2.6) 

 

𝑝𝑤𝑐  ：柱の横補強筋比 

𝑎𝑤𝑐  ：柱の横補強筋の断面積（mm2） 

𝑠𝑤𝑐  ：柱の横補強筋の間隔（mm） 

 

（3） 軸力に関する項目について 

 本資料で分析対象とした組積造壁の実験では、軸力を付加しつつ水平方向に加力してい

る。本データベースでは、軸力と共に軸力を無次元化した軸応力度 σ0 を格納し、その影響

を分析できるようにした。 

 軸応力度 σ0は、(2.7)式により算定した。 

 

𝜎0 =
𝑁 × 103

𝐴𝑤
 (2.7) 

 

𝜎0 ：軸応力度（N/mm2） 

𝑁 ：軸力（kN） 
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(a) 補強組積造（RM）壁 

 

 

 

 

(b) 枠組組積造（FM）壁 

図 2.2 組積造壁の諸元 

 

  

N

swe

V

引張鉄筋 圧縮鉄筋

h

Σat , pte , σy：引張鉄筋

L

t

awe , pwe , σwy：壁の横補強筋

Σav , σvy ：壁の縦補強筋

awe：1対の壁の横補強筋 の面積

Σat：引張鉄筋 の全断面積

Σav：壁の縦補強筋 の全断面積

N

h

swe

csw

V

引張鉄筋 圧縮鉄筋

awe , pwe , σwy ：壁の横補強筋

Σav , σvy ：壁の縦補強筋

L

t

D

B

D

te

Σat , pte , σy：柱主筋

cpw , σcy：柱の横補強筋

Σat：柱主筋 の全断面積

awe：1対の壁の横補強筋 の面積

Σav：壁の縦補強筋 の全断面積

caw,：柱の横補強筋 の断面積
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（4） 既往の評価式により求めた耐力に関する項目について 

 本データベースでは、せん断及び曲げ耐力について、鉄筋コンクリート構造に関する既往

の評価式による値を構造実験データベースの構成項目に加え、これらと実験値を比較でき

るようにした。本資料で採用した評価式は、以下である。また、評価値と実験値の比較結果

については、第 4章に示している。 

 せん断耐力 Vsuは、(2.8)式により算定した。ここで、コンクリートの圧縮強度 Fcを組積体

の圧縮強度 Fmに読み替えている。 

 

𝑉𝑠𝑢 = {
0.053𝑝𝑡𝑒

0.23(𝐹𝑚 + 18)

ℎ 𝐿 + 0.12⁄
+ 0.85√𝑝𝑤𝑒 ∙ 𝜎𝑤𝑦 + 0.1𝜎0} × 0.9 × 𝐿 ×

𝐴𝑤
𝐿

 (2.8) 

 

𝑉𝑠𝑢 ：せん断耐力（kN） 

𝑝𝑡𝑒 ：引張鉄筋比（RM）、柱の主筋比（FM） 

𝐹𝑚 ：組積体の圧縮強度（N/mm2） 

ℎ 𝐿⁄  ：せん断スパン比 

𝑝𝑤𝑒 ：壁の横補強筋の鉄筋比 

𝜎𝑤𝑦 ：壁の横補強筋の降伏強度（N/mm2） 

𝜎0 ：軸応力度（N/mm2） 

𝐿 ：試験体長さ（mm） 

𝐴𝑤 ：全断面積（mm2） 

 

 曲げ耐力 Vmuは、(2.9)式により算定した。 

 

𝑉𝑚𝑢 = (𝛴𝑎𝑡 ∙ 𝜎𝑦 + 0.5𝛴𝑎𝑣 ∙ 𝜎𝑣𝑦 + 0.5𝑁) × 0.9 × 𝐿 ℎ⁄  (2.9) 

 

𝑉𝑚𝑢 ：曲げ耐力（kN） 

𝛴𝑎𝑡 ：引張鉄筋の全断面積（RM）、柱主筋の全断面積（FM）（mm2） 

𝜎𝑦 ：引張鉄筋の降伏強度（RM）、柱主筋の降伏強度（FM）（N/mm2） 

𝛴𝑎𝑣 ：壁の縦補強筋の全断面積（mm2） 

𝜎𝑣𝑦 ：壁の縦補強筋の降伏強度（N/mm2） 

𝑁 ：軸力（kN） 

𝐿 ：試験体長さ（mm） 

ℎ ：反曲点高さ（せん断スパン）（mm） 

 

 本データベースでは、せん断強度 τsuと曲げ強度 τmuの比 τsu／τmuを格納するが、せん断強

度 τsuは(2.10)式、曲げ強度 τmuは(2.11)式により算定した。 
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𝜏𝑠𝑢 = {
0.053𝑝𝑡𝑒

0.23(𝐹𝑚 + 18)

ℎ 𝐿 + 0.12⁄
+ 0.85√𝑝𝑤𝑒 ∙ 𝜎𝑤𝑦 + 0.1𝜎0} × 0.9 (2.10) 

𝜏𝑚𝑢 = (𝛴𝑎𝑡 ∙ 𝜎𝑦 + 0.5𝛴𝑎𝑣 ∙ 𝜎𝑣𝑦 + 0.5𝑁) × 0.9 ℎ⁄ 𝑡𝑒⁄  (2.11) 

 

（5） 実験値に関する項目について 

 ひび割れ耐力 Vcr、ひび割れ変形 Rcr、降伏耐力 Vy、降伏変形 Ry、最大耐力 Vmax、最大強度

時変形 Rmax、及び、限界変形 Ruは、構造実験により得られる実験値である。本資料では、

これらを、構造実験の結果を報告した既往の文献から収集した。 

 ひび割れ耐力 Vcr、ひび割れ変形 Rcr、降伏耐力 Vy、及び、降伏変形 Ryについては、文献

中に実験結果の値が明記されている場合はその値を採用し、文献中に耐力（強度）、又は、

変形のどちらかの値が示されている場合は、図 2.3のように、実験結果である履歴曲線のグ

ラフから記載がない方のデータを読み取った。 

 

 

図 2.3 Vcr, Rcr, Vy, Ryの読み取り方法 

 

 最大耐力 Vmax、最大強度時変形 Rmax、限界変形 Ruについても、文献中に実験結果の値が

明記されている場合はその値を採用した。文献中に実験値の記載がない場合は、実験結果で

ある履歴曲線のグラフから値を読み取った。グラフから値を読み取る場合、表 2.1、図 2.4

に示す 4つのパターンに履歴曲線を分類した。 

Vy

Vcr

V(kN)

R(rad.)RyRcr
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（パターン 1）実験が試験体の最大耐力に至らず終了した場合である。この場合、最大耐力

Vmax、最大強度時変形 Rmaxを実験終了時の耐力と変形とした。また、限界変

形 Ruは最大強度時変形 Rmaxとした。 

（パターン 2）実験が最大耐力に至ったものの、その後、急激に耐力が低下し、試験体が破

壊した場合である。この場合、最大耐力 Vmax、最大強度時変形 Rmaxは最大耐

力時、限界変形 Ruは最大強度時変形 Rmaxとした。 

（パターン 3）実験が最大耐力に至った後、耐力が低下し、破壊した場合である。この場合、

最大耐力 Vmax、最大強度時変形 Rmaxは最大耐力時、限界変形 Ruは耐力が 80%

に低下した時の変形とした。 

（パターン 4）実験が最大耐力に至った後、緩やかに耐力が低下し、耐力が 80%に低下する

前に実験が終了または破壊した場合である。この場合、最大耐力 Vmax、最大

強度時変形 Rmax は最大耐力時の値とし、限界変形 Ru は実験が終了または破

壊した時の変形とした。 

 なお、本資料では、最大耐力 Vmax、最大強度時変形 Rmax、限界変形 Ruの評価において、

上記の 4 つのパターン分けによる分類は行っていないが、終局状態のパターン分けによる

影響は実験値のばらつきとなって表れている。 

 以上、文献から読み取ったひび割れ耐力 Vcr、降伏耐力 Vy、及び、最大耐力 Vmaxに対し、

これらを試験体の全断面積 Awで除した値、すなわち、ひび割れ強度 τcr、降伏強度 τy及び最

大強度 τmaxも構造実験データベースに格納した。 

 さらに、回帰分析時に材料強度の影響を、極力、排除できるよう強度を材料強度で基準化

した値、すなわち、基準化ひび割れ強度 τcr/Fm、基準化降伏強度 τy/Fm、及び、基準化最大強

度 τmax/Fmを、それぞれ、(2.12)式～(2.14)式により算定することとし、これらも構造実験デー

タベースに格納することとした。 

 

𝜏𝑐𝑟
𝐹𝑚

=
𝑉𝑐𝑟 ∙ 10

3

𝐴𝑤 ∙ 𝐹𝑚
 (2.12) 

𝜏𝑦

𝐹𝑚
=
𝑉𝑦 ∙ 10

3

𝐴𝑤 ∙ 𝐹𝑚
 (2.13) 

𝜏𝑚𝑎𝑥

𝐹𝑚
=
𝑉𝑚𝑎𝑥 ∙ 10

3

𝐴𝑤 ∙ 𝐹𝑚
 (2.14) 

 

𝑉𝑐𝑟 ：ひび割れ耐力（kN） 

𝑉𝑦 ：降伏耐力（kN） 

𝑉𝑚𝑎𝑥 ：最大耐力（kN） 

 

 なお、回帰分析の結果については、第 5章、第 6章に示している。 
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表 2.1 実験結果履歴曲線パターン（Vmax, Rmax, Ru） 

 

  

(a) パターン 1 (b) パターン 2 

  

(c) パターン 3 (d) パターン 4 

 

図 2.4 実験結果履歴曲線パターン（Vmax, Rmax, Ru） 

パターン１
（Rmax＝Rend）

最大耐力に到達せず実験終了
最大耐力、最終破壊不明

パターン２
（Rmax＝Ru＝Rfail）

最大耐力到達直後に最終破壊
最大耐力到達後、変形が進まずに破壊に至る

パターン３
（Ru＝R80）

最大耐力到達後、激しく破壊
20%以上の耐力低下後に最終破壊に至る

パターン４
（Ru＝Rfail or Rend）

最大耐力到達後、緩やかに破壊
20%耐力低下する前に最終破壊に至る
または、最大耐力到達後、緩やかに破壊するも
最終破壊に至らず最終破壊不明

Rend：実験終了時変形角
Rfail：最終破壊時変形角
R80：20%耐力低下時変形角

Rend Rmax

Ved

(Ru＝Rmax)

(Rmax＝Rend )

Vmax

V80

(Ru＝Rmax)

(Rmax＝Rfail )

Rmax＝Rfail

Vmax

V80

Rmax R80 Rfail

(Ru＝R80)

Vmax

V80

Rmax Rend

(Ru＝Rend)

Vmax

V80

破壊

実験終了

実験終了又は破壊
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2.2 構造実験データの収集結果 

 本資料では、文献調査により、組積造壁の 4 つの構造形式について、実験データを収集し

ている。 

 全充填型補強組積造（RMF）壁については、文献 1.1)~1.31)より、実験データを収集した。主

なデータは、1984年から 1988年の 5年間に新しい中低層補強組積造を開発し、実現するた

めに日本と米国で実施された日米間の国際共同耐震研究プログラムのものである 1.3)~1.11), 

1.13), 1.15), 1.16), 1.18), 1.19)。その他の実験データは、日本 1.1), 1.2), 1.12), 1.14), 1.20)~1.22), 1.24)、米国 1.17)、カ

ナダ 1.25) ~1.28), 1.30), 1.31)、ニュージーランド 1.23)、中国 1.29)で実施されたものである。 

 部分充填型補強組積造（RMP）壁については、文献 2.1)～2.17)より、実験データを収集した。

主なデータは日本 2.2)~2.7), 2.8), 2.9), 2.11)及びメキシコ 2.1), 2.10)、チリ 2.15)~2.17)で実施されたものであ

る。その他の実験データは、ポルトガル 2.12)、米国 2.13)、カナダ 2.14)で実施されたものである。 

 先積型枠組組積造（CM）壁については、文献 3.1)~3.52)より、実験データを収集した。主な

データは、日本 3.1)~ 3.14), 13.16)~3.27), 3.29)~3.33), 3.35)~3.45)（建築研究所 3.1)~3.4)、大分大学 3.5)~3.14), 3.16)~3.27), 

3.29), 3.30) , 3.42)、北海道大学 3.31)~3.33), 3.35)~3.41) , 3.43) ~3.45)）、メキシコ 3.15), 3.28), 3.49), 3.50), 5.52)、ペルー3.48)

で実施されたものである。その他の実験データは、アルゼンチン 3.29)、ポルトガル 3.37)、ク

ロアチア 3.46)、イラン 3.47)、エジプト 3.51)で実施されたものである。 

 後積型枠組組積造（MI）壁については、文献 4.1)~4.33)より実験データを収集した。主なデ

ータは、日本 4.5)~4.11), 4.22) 4.23), 4.29), 4.32)（中埜（東京大学）4.6), 4.7), 4.9), 4.10), 4.22)、眞田（大阪大学）

4.23), 4.29)、前田（東北大学）4.32)）で実施されたものである。その他の実験データはユーゴス

ラビア 4.1)、米国 4.2), 4.3)、ベネズエラ 4.4)、トルコ 4.12)、クロアチア 4.13)~4.15), 4.20), 4.25)、エジプト

4.16)、イタリア 4.17)、イスラエル 4.18)、中国 4.19), 4.27), 4.28)、インド 4.21)、インドネシア 4.24)、コソ

ボ 4.26), 4.31)、ハンガリー4.30)、マレーシア 4.33)で実施されたものである。 

 以上の文献調査より、収集した試験体数は補強組積造（RM）壁で 263体、枠組組積造（FM）

壁で 280体であり、全試験体数は 543体である。 

 また、材料強度、試験体諸元等の範囲は、組積体の圧縮強度 Fmは 1.63～60.60（N/mm2）、

コンクリートの圧縮強度 Fcは 8.6～65（N/mm2）、試験体長さ L は 700～9150（mm）、反曲点

高さ（せん断スパン）hは 405～3990（mm）、せん断スパン比 h/Lは 0.27～2.39、壁厚 tは 44

～300（mm）、軸応力度 σ0は-0.59～5.88（N/mm2）、引張鉄筋比（RM）及び柱の主筋比（FM）

pteは 0.00～0.97（%）、壁の横補強筋の鉄筋比 pweは 0.00～0.85（%）、柱の横補強筋比 cpwは

0.00～2.38（%）であった。 

 これらの値の範囲を表 2.2に示す。また、実験値に関する収集したデータの範囲を表 2.3

に示す。 
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2.3 回帰分析の目的変数と影響因子 

 本資料の第 5 章及び第 6 章では回帰分析を行い、組積造壁の強度、変形の評価を行って

いる。 

 回帰分析における目的変数は、基準化ひび割れ強度 τcr/Fm、ひび割れ変形 Rcr、基準化降伏

強度 τy/Fm、降伏変形 Ry、基準化最大強度 τmax/Fm、最大強度時変形 Rmax、限界変形 Ruの 7つ

とした。2.1節に示した構造実験データベースにおける項目番号は、㉒㉓㉖㉗㉚㉛㉜である。

いずれも無次元量である。なお、基準化降伏強度 τy/Fmと降伏変形 Ryについては、統計分析

が可能なデータ数を有する全充填型補強組積造（RMF）壁のみ回帰分析を行った。 

 ひび割れ点と降伏点における、基準化ひび割れ強度 τcr/Fm、ひび割れ変形 Rcr、基準化降伏

強度 τy/Fm、降伏変形 Ryを目的変数とする回帰分析では、以下に示す 8つの影響因子を考え、

これらから目的変数に対する最大の相関を有する 3つの係数を選択して回帰式を提案した。 

1) ［RM・FM］組積体の見掛け上の引張強度を表す変数 √𝐹𝑚  （㉝） 

2) ［RM・FM］せん断スパン比   ℎ 𝐿⁄   （㉞） 

3) ［RM・FM］軸応力度と組積体の圧縮強度の比 𝜎0 𝐹𝑚⁄   （㊱） 

4) ［RM・FM］基準化引張鉄筋強度   𝑝𝑡𝑒 ∙ 𝜎𝑦 𝐹𝑚⁄  （㊳） 

5) ［RM・FM］基準化壁横補強筋強度   𝑝𝑤𝑒 ∙ 𝜎𝑤𝑦 𝐹𝑚⁄  （㊴） 

6) ［ FM  ］柱と壁の断面積比   𝐴𝑐 𝐴𝑤⁄   （㉟） 

7) ［ FM  ］コンクリートと組積体の圧縮強度の比 𝐹𝑐 𝐹𝑚⁄   （㊲） 

8) ［ FM  ］基準化柱横補強筋強度   𝑝𝑤𝑐 ∙ 𝜎𝑐𝑦 𝐹𝑚⁄  （㊵） 

 

 最大強度点と限界点における、基準化最大強度 τmax/Fm、最大強度時変形 Rmax、限界変形 Ru

を目的変数とする回帰分析では、以下に示す 8つを影響因子として考え、これらから目的変

数に対する最大の相関を有する 3つの係数を選択して回帰式を提案した。 

1) ［RM・FM］せん断スパン比   ℎ 𝐿⁄   （㉞） 

2) ［RM・FM］軸応力度と組積体の圧縮強度の比 𝜎0 𝐹𝑚⁄   （㊱） 

3) ［RM・FM］基準化引張鉄筋強度   𝑝𝑡𝑒 ∙ 𝜎𝑦 𝐹𝑚⁄  （㊳） 

4) ［RM・FM］基準化壁横補強筋強度   𝑝𝑤𝑒 ∙ 𝜎𝑤𝑦 𝐹𝑚⁄  （㊴） 

5) ［RM・FM］せん断強度と曲げ強度の比  𝜏𝑠𝑢 𝜏𝑚𝑢⁄   （㊸） 

6) ［ FM  ］柱と壁の断面積比   𝐴𝑐 𝐴𝑤⁄   （㉟） 

7) ［ FM  ］コンクリートと組積体の圧縮強度の比 𝐹𝑐 𝐹𝑚⁄   （㊲） 

8) ［ FM  ］基準化柱横補強筋強度   𝑝𝑤𝑐 ∙ 𝜎𝑐𝑦 𝐹𝑚⁄  （㊵） 

 

 なお、引張鉄筋強度𝑝𝑡𝑒 ∙ 𝜎𝑦を組積体の圧縮強度 Fm で除した値を基準化引張鉄筋強度

𝑝𝑡𝑒 ∙ 𝜎𝑦 𝐹𝑚⁄ 、壁横補強筋強度𝑝𝑤𝑒 ∙ 𝜎𝑤𝑦を組積体の圧縮強度 Fm で除した値を基準化壁横補強

筋強度𝑝𝑤𝑒 ∙ 𝜎𝑤𝑦 𝐹𝑚⁄ 、柱横補強筋強度 𝑝𝑤𝑐 ∙ 𝜎𝑐𝑦を組積体の圧縮強度 Fm で除した値を基準化

柱横補強筋強度 𝑝𝑤𝑐 ∙ 𝜎𝑐𝑦 𝐹𝑚⁄ とした。また、曲げ強度への影響は壁の引張鉄筋または柱の引
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張鉄筋が代表し、せん断強度への影響は壁の横補強筋が代表することから、影響因子に壁の

縦補強筋に関する項目（壁の縦補強筋の全断面積∑𝑎𝑣、壁の縦補強筋の降伏強度 σvy）は含

めない。 
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2.4 鉄筋コンクリート造（RC）壁の構造実験データの分析 

 本資料では、組積造壁（RMF、RMP、CM、MI）と比較を行うため、文献 5.1)～5.46)より、

鉄筋コンクリート造（RC）壁のデータを収集し、組積造壁に対する場合と同様の分析を行

った。これらのデータは 1971年～2012年に日本で実施されたものである。収集に当たっ

ては建築研究所の「鉄筋コンクリート造構造実験データベースを用いた試験体検索システ

ム（URL: https://www.kenken.go.jp/japanese/research/str/rc_str_expdb.html）」5.47)を参照した。 

 検索に当たっては以下の条件を設定した。 

断面の分類：柱型がある I型断面の無開口壁（W）、柱型がない短形の無開口壁（N） 

層数：単層 

コンクリート強度：60N/mm2以下 

鉄筋降伏強度（柱主筋、柱帯筋、壁縦筋、壁横筋）：490N/mm2 以下 

壁板厚：60mm以上 

壁全長：1000mm以上 

軸力の種類：一定 

実験時破壊モード：せん断破壊、曲げ・せん断破壊 

 「鉄筋コンクリート造構造実験データベースを用いた試験体検索システム」を参照して

収集した実験データから、2.1節の実験値に関する項目について説明した方法（図 2.3、図

2.4参照）と同様の方法で、ひび割れ耐力 Vcr、ひび割れ変形 Rcr、降伏耐力 Vy、降伏変形

Ry、最大耐力 Vmax、最大強度時変形 Rmax、及び、限界変形 Ruのデータを読み取った。表

2.4に鉄筋コンクリート造（RC）壁の材料強度等、実験値のパラメータ及び範囲を示す。 

 

表 2.4 鉄筋コンクリート造（RC）壁の材料強度等、実験値のパラメータ及び範囲 

 

 

 

  

材料

コンクリート

F c (N/mm
2
)

長さ
L  (mm)

反曲点高さ
h (mm)

せん断
スパン比

h/L

壁厚
t (mm)

min 13.73 1200 408 0.21 40 0

max 40.50 2850 2400 1.48 160 5.52

τ cr  (N/mm
2
) τ cr /F m R cr (rad.) τ y　(N/mm

2
) τ y /F m R y  (rad.)

min 0.38 0.01 0.07 1.96 0.01 1.36

max 2.76 0.15 4.53 4.10 0.15 9.57

τ max τ max /F m R max R u

min 0.47 0.02 3.36 4.00

max 7.76 0.24 22.35 29.85

実験値

100

軸応力度

σ 0  (N/mm
2
)

寸法
試験体数

n
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 ここで、鉄筋コンクリート造のせん断破壊時変形角と曲げ降伏時変形角を例に実験値を

統計的に分析する意義を一部、既往の研究 16)を参照しつつ考察する。 

 

（1） せん断破壊時変形角 

 鉄筋コンクリート造の柱及び耐力壁のせん断破壊時の変形 Rmaxは、鉄筋コンクリート造

の耐震診断基準 17)によれば、4/1000（1/250）（rad.）とされている。また、柱の降伏時の降

伏変形 Rmaxは 6.67/1000（1/150）（rad.）とされている。 

 一方、文献 16)では 200体の鉄筋コンクリート造（RC）壁より、せん断破壊時における変

形の累積確率分布と確率密度分布を求めている（図 2.5参照）。図 2.5より、確率密度の最

大値に対応するせん断破壊時の変形 Rmaxは 4/1000（1/250）（rad.）であり、この値が鉄筋コ

ンクリート造の耐震診断基準 17)におけるせん断破壊時の変形 Rmaxの根拠となっていると考

えられる。 

 

 

(a) 累積確率分布 

 

(b) 確率密度分布 

図 2.5 せん断破壊時における累積確率分布と確率密度分布 16) 
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（2） 曲げ降伏時変形角 

 また、文献 18)に示された構造実験値を再分析して鉄筋コンクリート造柱（109体）と鉄筋

コンクリート造梁（96 体）の降伏時の変形 Ryの確率密度分布を算定した。図 2.6(a)に 109

体の鉄筋コンクリート造柱の累積確率分布を示す。なお、図中には実験値の平均値と標準偏

差を有する正規分布を仮定したときの計算値である推定値も併せて示す。また、図 2.6(b)に

降伏変形の確率密度分布を示す。確率密度の最大値に対応する降伏時の変形 Ryは、7.7/1000

（1/130）（rad.）であった。 

 

 

(a) 累積確率分布 

 

(b) 確率密度分布 

図 2.6 鉄筋コンクリート造柱の降伏時の変形 Ry 
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 さらに、図 2.7に 96体の鉄筋コンクリート造梁のデータを併せた降伏変形の確率密度分

布を示す。確率密度の最大値に対応する降伏時の変形 Ryは、1/140（rad.）となり、文献 16)

とほぼ一致する結果となった。 

 

 

図 2.7 鉄筋コンクリート造柱・梁の降伏時の変形 Ryの確率密度分布 

 

 以上より、鉄筋コンクリート造の場合、耐震診断基準等で一般的によく知られた耐震性

能評価上の基準値は、実験値の統計的な分析結果と良く対応していることが分かる。この

ことは、構造物の非線形挙動を扱う耐震性能評価法の構築には、実験値の収集分析が不可

欠であることを意味するものとも言える。なお、本節で示した鉄筋コンクリート造壁の統

計的分析結果は、第 3章において組積造壁の場合と比較する。 
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2.5 回帰式の精度に関する考察 

 本節では、実験値と回帰式の適合程度を判断する目安を得るため、鉄筋コンクリート造

の実例について概観し、値に求められる精度について考察を行う。 

 鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 19)では、鉄筋コンクリート部材の曲げひび割れ

モーメントMc、降伏モーメントMy、降伏時の剛性低下率 αyを統計的に推定している注)。 

 逆対称曲げモーメントを受ける鉄筋コンクリート部材の材端曲げモーメント及び回転角

の関係は図 2.8（鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 19)：解説図 8.10）で示される。 

 

 

 

(a) 材端モーメント 

 

(b) 材端回転角 (c) 材端モーメント・回転角関係 

図 2.8 逆対称曲げモーメントを受ける鉄筋コンクリート部材の 

材端曲げモーメント・回転角関係 19) 

 

 図 2.9（鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 19)：解説図 8.11）では、梁の曲げひび

割れ時のコンクリートの引張応力とコンクリートの圧縮強度 σBとの関係が示されている。

図中に、圧縮強度から曲げひび割れ時のコンクリートの引張応力（ひび割れ強度）cσtを推

定する式が示されているが、圧縮強度 σBとコンクリートのひび割れ強度 cσtとの関係に相

関性が認められるものの、ばらつきは大きく、その相関係数は 0.475であるが、これはコ

ンクリートのような材料ではやむを得ないこととしている。 

 図 2.10（鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 19)：解説図 8.13）では、降伏曲げモ

ーメントの計算値と実験値との関係が示されている。曲げ降伏強度略算式により、20%の

誤差内に実験値の 90%が入る精度で曲げ強度が推定されている。 

 図 2.11（鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 19)：解説図 8.14）では、曲げ降伏時剛

性低下率の回帰式により、30%の誤差内に実験値の 90%が入る精度で剛性低下率を推定で

きることを示している。 

 

注) 鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説の解説欄にこれらの内容が記述されたのは、

1971年の改定時であり、最新版の鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 19)（2018年）

においても記載されている。 
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 以上によると、鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 19)では、降伏時の強度・変形に

関して 30%までの誤差を許容し、許容誤差内のデータ数（比率）を以って推定式の精度を

論じているようである。これらの結果を参考に、本資料では誤差の許容範囲を 30%とし、

許容誤差内のデータ数（比率）を以って回帰式の精度を論じることとする。 

 

 

図 2.9 梁の曲げひび割れ時のコンクリートの引張応力 19) 

  

図 2.10 降伏曲げモーメントの 

推定値と実験値 19) 

図 2.11 降伏時の剛性低下率 αyの 

推定値と実験値 19) 
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第 3 章 実験値の統計分布解析と RC 造耐震診断基準の適用 

 

 本章では、第 2章より得られたひび割れ強度 τcr、基準化ひび割れ強度 τcr/Fm・τcr/Fc、ひび

割れ変形 Rcr、降伏強度 τy、基準化降伏強度 τy/Fm・τy/Fc、降伏変形 Ry、最大強度 τmax、基準

化最大強度 τmax/Fm・τmax/Fc、最大強度時変形 Rmax、限界変形 Ruについて、全充填型補強組積

造（RMF）壁、部分充填型補強組積造（RMP）壁、先積型枠組組積造（CM）壁、後積型枠

組組積造（MI）壁の確率密度分布を示す。また、鉄筋コンクリート造（RC）壁との比較も

併せて示す。ここで、確率密度分布は、各壁の実験結果の分布における平均値と標準偏差に

基づき、正規分布を仮定して算出した。確率密度分布図において最大の確率密度を示す最大

値に対応する強度及び変形の値は、実験において最も出現する確率の高い強度及び変形を

表している。本章では、この確率密度の最大値に対応する強度及び変形の値が鉄筋コンクリ

ート造（RC）壁を含む各組積造壁の強度及び変形を代表すると考え、確率密度の最大値に

対応する強度及び変形の値を比較することにより、各壁間の強度及び変形の差異を論ずる。 
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3.1 強度・変形実験値の統計分布解析 

（1） ひび割れ時の強度と変形 

 図 3.1に全充填型補強組積造（RMF）壁、部分充填型補強組積造（RMP）壁、先積型枠組

組積造（CM）壁、後積型枠組組積造（MI）壁、鉄筋コンクリート造（RC）壁のひび割れ強

度 τcr、基準化ひび割れ強度 τcr/Fm・τcr/Fc、ひび割れ変形 Rcrを示す。なお、組積造壁はせん

断破壊型（S）、曲げせん断破壊型（FS）、曲げ破壊型（F）の全データで、鉄筋コンクリート

造（RC）壁はせん断破壊型（S）、曲げせん断破壊型（FS）のデータで分析を行った。 

 図 3.1(a)より、ひび割れ強度 τcrでは全充填型補強組積造（RMF）壁の確率密度の最大値

に対応するひび割れ強度が 1.43 と他の組積造壁に比べ大きな値を示した。部分充填型補強

組積造（RMP）壁と後積型枠組組積造（MI）壁の確率密度の最大値に対応するひび割れ強

度はそれぞれ 0.46、0.47とほぼ同じ値を示した。先積型枠組組積造（CM）壁の確率密度の

最大値に対応するひび割れ強度は 0.72 と部分充填型補強組積造（RMP）壁と後積型枠組組

積造（MI）壁に比べ大きな値を示した。鉄筋コンクリート造（RC）壁は確率密度の最大値

に対応するひび割れ強度が 1.16と全充填型補強組積造（RMF）壁とほぼ同じ値を示した。 

 図 3.1(b)より、基準化ひび割れ強度 τcr/Fm・τcr/Fcでは部分充填型補強組積造（RMP）壁の

確率密度の最大値に対応する基準化ひび割れ強度が 0.04 と最も小さな値を示し、鉄筋コン

クリート造（RC）壁の確率密度の最大値に対応する基準化ひび割れ強度である 0.05よりも

小さい値を示した。全充填型補強組積造（RMF）壁の確率密度の最大値に対応する基準化ひ

び割れ強度は 0.06、先積型枠組組積造（CM）壁と後積型枠組組積造（MI）壁の確率密度の

最大値に対応する基準化ひび割れ強度は 0.07であった。 

 図 3.1(c)より、ひび割れ変形 Rcrでは全充填型補強組積造（RMF）壁と部分充填型補強組

積造（RMP）壁の確率密度の最大値に対応するひび割れ変形がそれぞれ 1.89、2.00とほぼ同

じ値を示した。また、先積型枠組組積造（CM）壁と後積型枠組組積造（MI）壁の確率密度

の最大値に対応するひび割れ変形はそれぞれ 1.05、1.50と全充填型補強組積造（RMF）壁と

部分充填型補強組積造（RMP）壁に比べ小さな値を示した。さらに、鉄筋コンクリート造

（RC）壁の確率密度の最大値に対応するひび割れ変形は 0.67と組積造壁（RMF、RMP、CM、

MI）よりかなり小さな値を示した。 
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(a) ひび割れ強度 τcr 

 

(b) 基準化ひび割れ強度 τcr/Fm, τcr/Fc 

 

(c) ひび割れ変形 Rcr 

図 3.1 ひび割れ点における τcr, τcr/Fm, Rcr 
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（2） 降伏時の強度と変形 

 図 3.2 に全充填型補強組積造（RMF）壁、鉄筋コンクリート造（RC）壁の降伏強度 τy、

基準化降伏強度 τy/Fm・τy/Fc、降伏変形 Ryを示す。また、全充填型補強組積造（RMF）壁に

ついてはひび割れ変形 Rcrと最大強度時変形 Rmaxも併せて示す。なお、組積造壁はせん断破

壊型（S）、曲げせん断破壊型（FS）、曲げ破壊型（F）の全データで、鉄筋コンクリート造

（RC）壁はせん断破壊型（S）、曲げせん断破壊型（FS）のデータで分析を行った。 

 図 3.2(a)より、降伏強度 τy では鉄筋コンクリート造（RC）壁の確率密度の最大値に対応

する降伏強度が 2.70と全充填型補強組積造（RMF）壁の 0.92よりかなり大きな値を示した。 

 図 3.2(b)より、基準化降伏強度 τy/Fm・τy/Fcも降伏強度 τyと同様に、鉄筋コンクリート造

（RC）壁と全充填型補強組積造（RMF）壁の確率密度の最大値に対応する基準化降伏強度

がそれぞれ 0.13、0.05 と鉄筋コンクリート造（RC）壁の方がかなり大きな値を示した。 

 図 3.2(c)より、降伏変形 Ryでも、鉄筋コンクリート造（RC）壁と全充填型補強組積造（RMF）

壁の確率密度の最大値に対応する降伏変形がそれぞれ 4.03、2.13と鉄筋コンクリート造（RC）

壁の方がかなり大きな値を示した。また、全充填型補強組積造（RMF）壁の変形は、ひび割

れ変形 Rcr と降伏変形 Ry の確率密度の最大値に対応する変形がそれぞれ 1.89、2.13 とほぼ

同じ値を示した。さらに、最大強度時変形 Rmax の確率密度の最大値に対応する変形が 4.44

とひび割れ変形 Rcrと降伏変形 Ryよりもかなり大きな値を示し、鉄筋コンクリート造（RC）

壁の降伏変形 Ryとほぼ同じ値を示した。 
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(a) 降伏強度 τy 

 

(b) 基準化降伏強度 τy/Fm, τy/Fc 

 

(c) ひび割れ変形 Rcr、降伏変形 Ry、最大強度時変形 Rmax 

図 3.2 鉄筋コンクリート造（RC）壁の降伏変形と RMF 壁の変形の比較 
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（3） 最大強度 

 図 3.3に全充填型補強組積造（RMF）壁、部分充填型補強組積造（RMP）壁、先積型枠組

組積造（CM）壁、後積型枠組組積造（MI）壁、鉄筋コンクリート造（RC）壁の最大強度 τmax、

基準化最大強度 τmax/Fm・τmax/Fc を示す。なお、組積造壁及び鉄筋コンクリート造（RC）壁

は共に、せん断破壊型（S）、曲げせん断破壊型（FS）のデータで分析を行った。 

 図 3.3(a)より、最大強度 τmax では部分充填型補強組積造（RMP）壁、先積型枠組組積造

（CM）壁、後積型枠組組積造（MI）壁の確率密度の最大値に対応する最大強度がそれぞれ

0.71、0.90、0.80とほぼ同じ値を示した。また、全充填型補強組積造（RMF）壁の確率密度

の最大値に対応する最大強度が 1.93 となり、部分充填型補強組積造（RMP）壁、先積型枠

組組積造（CM）壁、後積型枠組組積造（MI）壁より大きな値を示した。さらに、鉄筋コン

クリート造（RC）壁の確率密度の最大値に対応する最大強度は 4.18と組積造壁（RMF、RMP、

CM、MI）に比べかなり大きな値を示した。 

 図 3.3(b)より、基準化最大強度 τmax/Fm・τmax/Fcでは全充填型補強組積造（RMF）壁、部分

充填型補強組積造（RMP）壁、先積型枠組組積造（CM）壁、後積型枠組組積造（MI）壁の

確率密度の最大値に対応する基準化最大強度がそれぞれ 0.08、0.07、0.08、0.10とほぼ同じ

値を示した。一方、鉄筋コンクリート造（RC）壁の確率密度の最大値に対応する基準化最

大強度は 0.15と組積造壁（RMF、RMP、CM、MI）に比べかなり大きな値を示した。 
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(a) 最大強度 τmax 

  

(b) 基準化最大強度 τmax/Fm, τmax/Fc 

図 3.3 最大強度 τmax、基準化最大強度 τmax/Fm, τmax/Fc 
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（4） 最大強度時変形と限界変形 

 図 3.4に全充填型補強組積造（RMF）壁、部分充填型補強組積造（RMP）壁、先積型枠組

組積造（CM）壁、後積型枠組組積造（MI）壁、鉄筋コンクリート造（RC）壁の最大強度時

変形 Rmax、限界変形 Ruを示す。組積造壁及び鉄筋コンクリート造（RC）壁は共に、せん断

破壊型（S）、曲げせん断破壊型（FS）のデータで分析を行った。なお、最大強度時変形 Rmax

においては、文献 16)の 200 体の鉄筋コンクリート造（RC）壁の実験値より誘導された富井

による鉄筋コンクリート造（RC）壁のデータも併せて示す。 

 図 3.4(a)より、最大強度時変形 Rmaxでは全充填型補強組積造（RMF）壁、部分充填型補強

組積造（RMP）壁、先積型枠組組積造（CM）壁の確率密度の最大値に対応する最大強度時

変形が、それぞれ 4.44、4.58、4.77とほぼ同じ値を示した。また、後積型枠組組積造（MI）

壁の確率密度の最大値に対応する最大強度時変形が 9.17と他の組積造壁（RMF、RMP、CM）

に比べ大きな値を示した。鉄筋コンクリート造（RC）壁の確率密度の最大値に対応する最

大強度時変形も 7.26 となり、組積造壁（RMF、RMP、CM）に比べ大きな値を示したが、後

積型枠組組積造（MI）壁よりは小さかった。なお、富井による鉄筋コンクリート造（RC）

壁 16)との比較では、全充填型補強組積造（RMF）壁、部分充填型補強組積造（RMP）壁、

先積型枠組組積造（CM）壁の確率密度の最大値に対応する最大強度時変形が富井による鉄

筋コンクリート造（RC）壁 16)の値である 4.00とほぼ同じ値を示した。富井による鉄筋コン

クリート造（RC）壁 16)と本資料による鉄筋コンクリート造（RC）壁の確率密度の最大値に

対応する最大強度時変形の値が異なるのは、富井による鉄筋コンクリート造（RC）壁 16)が

1968年以前の実験値に基づく結果である一方、本資料による鉄筋コンクリート造（RC）壁

は 1971年以降の実験値を用いているため、コンクリートや鉄筋などの材料強度及び軸力等

が異なることが要因として考えられる。 

 図 3.4(b)より、限界変形 Ruでは、部分充填型補強組積造（RMP）壁の確率密度の最大値

に対応する限界変形が 6.11 と最も小さく、全充填型補強組積造（RMF）壁、先積型枠組組

積造（CM）壁の確率密度の最大値に対応する限界変形がそれぞれ 8.22、8.50とほぼ同じ値

を示した。また、鉄筋コンクリート造（RC）壁の確率密度の最大値に対応する限界変形は

10.50と全充填型補強組積造（RMF）壁、部分充填型補強組積造（RMP）壁、先積型枠組組

積造（CM）壁より大きな値を示した。さらに、後積型枠組組積造（MI）壁の確率密度の最

大値に対応する限界変形は 17.68と鉄筋コンクリート造（RC）壁及び他の組積造壁（RMF、

RMP、CM）に比べかなり大きな値を示した。 
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(a) 最大強度時変形 Rmax 

 

(b) 限界変形 Ru 

図 3.4 最大強度時変形 Rmax、限界変形 Ru 
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（5） 確率密度曲線の最大値に対応する強度と変形 

 表 3.1に全充填型補強組積造（RMF）壁、部分充填型補強組積造（RMP）壁、先積型枠組

組積造（CM）壁、後積型枠組組積造（MI）壁、鉄筋コンクリート造（RC）壁の確率密度の

最大値に対応する変形を示す。 

 限界変形 Ruと最大強度時変形 Rmax の比（Ru／Rmax）である最大強度時変形に対する塑性

率は、全充填型補強組積造（RMF）壁が 1.85、部分充填型補強組積造（RMP）壁が 1.33、先

積型枠組組積造（CM）壁が 1.78、後積型枠組組積造（MI）壁が 1.93となり、鉄筋コンクリ

ート造（RC）壁は 1.45 であった。この結果より、全充填型補強組積造（RMF）壁と先積型

枠組組積造（CM）壁の塑性率は鉄筋コンクリート造（RC）壁よりも大きく、部分充填型補

強組積造（RMP）に比べ優れていると言える。一方、後積型枠組組積造（MI）壁もかなり

大きな塑性率を示したが、これは、最大強度時変形 Rmaxと限界変形 Ruが他の組積造壁（RMF、

RMP、CM）に比べ、広く分布しているためである。この要因は、図 1.4(c)で示したように、

後積型枠組組積造（MI）壁の破壊メカニズムが他の組積造壁（RMF、RMP、CM）と異なる

ためと言える。 

 限界変形 Ruと降伏変形 Ryの比（Ru／Ry）である降伏変形に対する塑性率は、全充填型補

強組積造（RMF）壁が 3.86、鉄筋コンクリート造（RC）壁が 2.61となり、全充填型補強組

積造（RMF）壁の方が大きい値を示した。 

 ひび割れ強度 τcrにおいて、組積造壁（RMP、CM、MI）は鉄筋コンクリート造（RC）壁

より小さな値を示した。最大強度 τmaxにおいて、組積造壁（RMF、RMP、CM、MI）は鉄筋

コンクリート造（RC）壁より小さな値を示した。ひび割れ変形 Rcrにおいて、組積造壁（RMF、

RMP、CM、MI）は鉄筋コンクリート造（RC）壁より大きな値を示した。 

 最大強度時変形 Rmaxについて、富井による鉄筋コンクリート造（RC）壁 16)と比較すると、

組積造壁（RMF、RMP、CM、MI）は富井による鉄筋コンクリート造（RC）壁 16)より、大

きな最大強度時変形 Rmaxの値を示した。富井による鉄筋コンクリート造（RC）壁 16)のデー

タが鉄筋コンクリート造の耐震診断基準 17)に用いられていることから、後述の 3.2 節では、

この確率密度の最大値に対応する最大強度時変形 Rmax の値を用いて、各組積造壁の靭性指

標 Fと強度寄与係数 αを設定する。 
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表 3.1 確率密度の最大値に対応する強度と変形のまとめ 

 

 

 

  

min. min. min. min. min. min.

max. max. max. max. max. max.

0.38 0.01 1.96 0.09 0.47 0.02

2.76 0.15 4.10 0.20 7.76 0.24

0.50 0.03 0.28 0.02 0.70 0.04

2.97 0.14 2.11 0.10 3.19 0.17

0.11 0.01 0.20 0.01

0.94 0.10 1.21 0.20

0.26 0.01 0.08 0.01

1.69 0.18 2.19 0.33

0.112224 0.01 0.18 0.02

1.45 0.21 3.75 0.32

0.46 0.04

CM 0.08

0.070.47

4.18 0.151.16

τ y

at peak on

PD curve

0.92 0.08

τ y /F m  , τ y /F c

0.80 0.10

τ max /F m , τ max /F c

at peak on

PD curve

at peak on

PD curve

0.13

0.06

τ cr /F m  , τ cr /F c

at peak on

PD curve

ひび割れ

τ cr

at peak on

PD curve

MI

RC

強度

τ max

0.05

0.05 2.70

0.72 0.07

1.93

RMP

最大強度

0.71

0.90

0.07

1.43RMF

降伏

at peak on

PD curve

min. min. min. min.

max. max. max. max.

0.07 1.36 3.36 4.00

4.53 9.57 22.35 29.85

0.64 0.41 1.20 1.68

4.83 6.50 13.20 36.07

0.19 1.27 1.51

4.56 14.29 17.33

0.07 0.97 1.40

3.52 15.19 34.18

0.08 0.64 2.89

5.52 36.90 51.80

*1 鉄筋コンクリート造（RC）壁Rmax ＝4.0×10
-3

 (富井 1968)

1.56

1.85

1.00 4.03

降伏

1.33

3.864.442.83

R y（×10
-3）

2.241.50 9.17 2.29 17.68 1.93

0.61

0.63

0.66

1.26

RC

RMF

RMP

CM

MI

0.67

1.05

1.89 2.13

2.00

8.22

2.99

2.61

Ratio to

RC*1

at peak on

PD curve

変形

1.00

4.77 1.19 8.50 1.78

1.82

1.11

10.50 1.45

4.58 1.15 6.11

7.26

R u（×10
-3）

最大強度 限界点

Ru/Rmax Ru/Ry

Ratio to

RC

R cr（×10
-3）

ひび割れ

R max（×10
-3）

Ratio to

RC

at peak on

PD curve

at peak on

PD curve

at peak on

PD curve
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3.2 分布解析結果の鉄筋コンクリート造耐震診断基準への適用 

 本節では、鉄筋コンクリート造の耐震診断基準で用いられる靭性指標 F と強度寄与係数

αがせん断破壊する組積造壁にも適用されるとして壁構造形式ごとの値を検討した。 

 文献 17)より、鉄筋コンクリート造の耐震診断基準では、構造耐震指標 IS((3.1)式)を用いて

耐震性能の評価を行う。 

 

𝐼𝑠 = 𝐸0 ∙ 𝑆𝐷 ∙ 𝑇 (3.1) 

 

𝐼𝑠 ：構造耐震指標 

𝐸0 ：保有性能基本指標 

𝑆𝐷 ：形状指標 

𝑇 ：経年指標 

 

 (3.1)式の保有性能基本指標 E0は柱と壁が混在する場合、(3.2)式で表せる。靭性指標 F が

1.0の時、せん断柱及びせん断壁の終局時変形 Rmaxは 4/1000（1/250）（rad.）となる。また、

曲げ柱の降伏変形は 1/150（rad.）と想定している。 

 

𝐸0 =φ𝑖
(𝐶𝑤 + 𝛼1 ∙ 𝐶𝑐) ∙ 𝐹𝑤 (3.2) 

 

φ
𝑖
 ：強度指標の補正係数 

𝐶𝑤 ：壁の強度指標 

𝛼1 ：柱の強度寄与係数 

𝐶𝑐 ：柱の強度指標 

𝐹𝑤 ：壁の靭性指標 

 

 せん断柱の場合、靭性指標 F はせん断終局時の層間変形に基づいて(3.3)式で求められる

（図 3.5 参照）。組積造壁においても、せん断柱に準じて、(3.3)式より靭性指標 F が求めら

れるとして以下で検討する。 

 

𝐹 = 1.0 + 0.27
𝑅𝑠𝑢 − 𝑅250
𝑅𝑦 − 𝑅250

 (3.3) 

 

𝑅𝑠𝑢 ：部材のせん断終局時の層間変形 

𝑅250 ：基準となる層間変形＝1/250 

𝑅𝑦 ：層の降伏変形＝1/150 
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図 3.5 理想化したせん断柱の荷重－変形関係 

 

（1） 組積造壁の靭性指標 F 

 表 3.1 の最大強度時変形 Rmax における確率密度曲線の最大値に対応する変形を(3.3)式の

部材のせん断終局時の層間変形 Rsu に代入すると、組積造壁ごと（RMF、RMP、CM、MI）

の靭性指標 Fは表 3.2となる。全充填型補強組積造（RMF）壁、部分充填型補強組積造（RMP）

壁、先積型枠組組積造（CM）壁の靭性指標 F は鉄筋コンクリート造（RC）壁の 1.00 より

やや大きい値となった。一方、後積型枠組組積造（MI）壁の靭性指標 F は 1.52とかなり大

きな値となった。これは、前述のように、図 3.4(a)のように後積型枠組組積造（MI）壁の確

率密度分布は末広がりする形状を有しており、最大強度時変形 Rmaxが他の組積造壁（RMF、

RMP、CM）に比べ、広く分布していることが要因である。また、この現象の要因として、

後積型枠組組積造（MI）壁の破壊メカニズムが他の組積造壁（RMF、RMP、CM）に比べ、

様々な破壊パターンとなることが考えられる（図 1.4(c)参照）。組積造壁の最大強度時変形

Rmaxは、鉄筋コンクリート造（RC）壁の最大強度時変形 Rmaxより大きいので、靭性指標 F

は、表 3.2に示す通り、1より大きな値となる。 

 

（2） 組積造壁の強度寄与係数 α 

 文献 17)より、強度寄与係数 αは、基準となる靭性指標 F（ここでは 1.0）に対応する変形

（R250）時の強度と最大強度の比として図 3.6及び(3.4)式で得られる。 

 

𝛼 =
𝑅250
𝑅𝑚𝑎𝑥

 (3.4) 

 

 表 3.1 の最大強度時変形 Rmax における確率密度曲線の最大値に対応する変形を(3.4)式に

代入すると、組積造壁ごと（RMF、RMP、CM、MI）の強度寄与係数 αは表 3.3となる。全

充填型補強組積造（RMF）壁、部分充填型補強組積造（RMP）壁、先積型枠組組積造（CM）

強
度
指
数

C

変形R

靭性指標F

R500 R250 Ry=R150

1/500 1/250 1/150Rsu

0.8 1.0 1.27F

短柱

内法高さが短いせん断柱

せん断柱

内法高さが長いせん断柱
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壁の強度寄与係数 α はほぼ同じ値となったが、後積型枠組組積造（MI）壁の強度寄与係数

αは他の組積造壁に比べ、かなり小さい値となった。以上の結果から、せん断破壊する組積

造壁においても、鉄筋コンクリート造（RC）壁と同じ靭性指標 F（＝1.0）を用い、表 3.3の

強度寄与係数 αを乗じたせん断強度を用いて耐震診断基準を適用すればよい。 

 

表 3.2 組積造壁の靭性指標 F 

 

表 3.3 組積造壁の強度寄与係数 α 

 

 

 

図 3.6 靭性指標 F と強度寄与係数 α の関係 

R max（×10
-3） F

RC 4.00*1 1

RMF 4.44 1.04

RMP 4.58 1.06

CM 4.77 1.08

MI 9.17 1.52

*1 鉄筋コンクリート造（RC）壁Rmax ＝4.0×10-3 (富井 1968)

R max（×10
-3） α

RMF 4.44 0.90

RMP 4.58 0.87

CM 4.77 0.84

MI 9.17 0.44

R250 Rmax

1.0 R250 / Rmax

F=1.0 F

α=R250 / Rmax

V / Vmax

1.0

変形R

靭性指標F

強度寄与係数α
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 なお、後積型枠組組積造（MI）壁の靭性指標 Fである 1.52は、耐震診断基準を拡張して

適用する場合としての参考値であり、適用範囲である 1.27 を超えていることから、耐震診

断基準の適用範囲外である。後積型枠組組積造（MI）壁の場合、鉄筋コンクリート造（RC）

壁と同じ靭性指標 F（＝1.0）を用い、強度寄与係数 α（0.44）を用いれば、耐震診断基準を

適用することができる。 
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第 4 章 鉄筋コンクリート造（RC）壁の評価式の適用 

 

 本章では、補強組積造（RM）壁（全充填型補強組積造（RMF）壁＋部分充填型補強組積

造（RMP）壁）及び枠組組積造（FM）壁（先積型枠組組積造（CM）壁＋後積型枠組組積造

（MI）壁）について、鉄筋コンクリート造（RC）壁に用いられる評価式と実験値の比較と

基準化最大強度 τmax/Fmの回帰分析の結果を示す。また、本資料では、以下の 5 つの係数を

用いて評価式及び回帰式と実験値の相関性を示す。 

 n ：試験体数 

 MV ：平均値 

 SD ：標準偏差 

 CV ：変動係数 

 R ：重相関係数 

 ERR30 ：実験値と回帰式の比が 0.7～1.3（30%）以内となるデータ数の割合 

 標準偏差（SD）は(4.1)式)で、変動係数（CV）は(4.2)式より算出した。 

 

𝑆𝐷 = √
1

𝑛
∑(𝑥𝑖 − �̅�)2
𝑛

𝑖=1

 (4.1) 

𝐶𝑉 =
𝑆𝐷

𝑀𝑉
 (4.2) 

 

𝑥 ：実験値と評価式・回帰式の比（実験値／評価式 or回帰式） 
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4.1 補強組積造（RM）壁への適用 

 図 4.1に補強組積造（RM）壁（全充填型補強組積造（RMF）壁＋部分充填型補強組積造

（RMP）壁）のせん断強度式((2.10)式)と曲げ強度式((2.11)式)と実験値の比較を示す。なお、

図 4.1(a)は、せん断破壊型（S）及び曲げせん断破壊（FS）に分類した補強組積造（RM）壁

を、図 4.1(b)は、曲げせん断破壊（FS）及び曲げ破壊（F）に分類した補強組積造（RM）壁

を示す。せん断強度式((2.10)式)との比較より、変動係数（CV）が全充填型補強組積造（RMF）

壁は 0.23であるのに対し、部分充填型補強組積造（RMP）壁は 0.92となり、全充填型補強

組積造（RMF）壁の方がせん断強度式とよく対応している。また、部分充填型補強組積造

（RMP）壁の実験値はばらつく結果となった。曲げ強度式((2.11)式)においても、変動係数

（CV）が全充填型補強組積造（RMF）壁は 0.22、部分充填型補強組積造（RMP）壁は 0.38

となり、全充填型補強組積造（RMF）壁の方が曲げ強度式とよく対応する結果となった。 

 図 4.2に曲げ破壊（F）及び曲げせん断破壊（FS）に分類した補強組積造（RM）壁（全充

填型補強組積造（RMF）壁＋部分充填型補強組積造（RMP）壁）の基準化最大強度 τmax/Fm

の回帰分析の結果を示す。なお、基準化最大強度 τmax/Fm の回帰分析の結果には回帰式と偏

相関行列の大きい順に回帰式の影響因子の適用範囲も併せて示す。基準化最大強度 τmax/Fm

の回帰分析では、変動係数（CV）が 0.30、30%以内のデータ数（ERR30）が 76%であった。 

 図 4.1(b)、図 4.2より、曲げ破壊（F）及び曲げせん断破壊（FS）する補強組積造（RM）

壁は、曲げ強度式((2.11)式)と回帰式がほぼ同じ精度で基準化最大強度 τmax/Fmを推定しうる。

また、全充填型補強組積造（RMF）壁は、せん断強度式((2.10)式)とも良い対応を示した。 
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(a) せん断強度式との比較 (b) 曲げ強度式との比較 

図 4.1 評価式と実験値の比較（補強組積造（RM）壁） 

 

 

 

 

図 4.2 基準化最大強度の回帰分析 

（補強組積造（RM）壁） 
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𝜏𝑠𝑢 = {
0.053𝑝𝑡𝑒

0.23(𝐹𝑚 + 18)

ℎ 𝐿 + 0.12⁄
+ 0.85√𝑝𝑤𝑒 ∙ 𝜎𝑤𝑦 + 0.1𝜎0} × 0.9 𝜏𝑚𝑢 = (𝛴𝑎𝑡 ∙ 𝜎𝑦 + 0.5𝛴𝑎𝑣 ∙ 𝜎𝑣𝑦 + 0.5𝑁) × 0.9 ℎ⁄ 𝑡𝑒⁄  



 

47 

 

4.2 枠組組積造（FM）壁への適用 

 図 4.3に枠組組積造（FM）壁（先積型枠組組積造（CM）壁＋後積型枠組組積造（MI）壁）

のせん断強度式((2.10)式)と曲げ強度式((2.11)式)と実験値の比較を示す。なお、図 4.3(a)は、

せん断破壊型（S）及び曲げせん断破壊（FS）に分類した枠組組積造（FM）壁を、図 4.3(b)

は、曲げせん断破壊（FS）及び曲げ破壊（F）に分類した枠組組積造（FM）壁を示す。せん

断強度式((2.10)式)との比較より、変動係数（CV）が先積型枠組組積造（CM）壁は 0.52、後

積型枠組組積造（MI）壁は 0.41となった。また、曲げ強度式((2.11)式)との比較より、変動

係数（CV）が先積型枠組組積造（CM）壁は 0.22、後積型枠組組積造（MI）壁は 0.81 とな

り、先積型枠組組積造（CM）壁の方が曲げ強度式と良い対応を示した。これは、後積型枠

組組積造（MI）壁は他の組積造壁（RMF、RMP、CM）に比べ異なる破壊メカニズムを有す

る（図 1.4(c)参照）ことが要因として考えられる。 

 図 4.4に曲げ破壊（F）及び曲げせん断破壊（FS）に分類した枠組組積造（FM）壁（先積

型枠組組積造（CM）壁＋後積型枠組組積造（MI）壁）の基準化最大強度 τmax/Fmの回帰分析

の結果を示す。なお、基準化最大強度 τmax/Fm の回帰分析の結果には回帰式と偏相関行列の

大きい順に回帰式の影響因子の適用範囲も併せて示す。基準化最大強度 τmax/Fm の回帰分析

では、変動係数（CV）が 0.30、30%以内のデータ数（ERR30）が 70%であった。 

 図 4.3(b)、図 4.4より、曲げ破壊（F）及びせん断破壊（FS）する先積型枠組組積造（CM）

壁は、曲げ強度式((2.11)式)と回帰式がほぼ同じ精度で基準化最大強度 τmax/Fmを推定しうる。 
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(a) せん断強度式との比較 (b) 曲げ強度式との比較 

図 4.3 評価式と実験値の比較（枠組組積造（FM）壁） 

 

 

 

 

図 4.4 基準化最大強度の回帰分析 

（枠組組積造（FM）壁） 
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第 5 章 補強組積造（RM）壁の強度・変形の回帰分析 

 

 本章では、補強組積造（RM）壁（全充填型補強組積造（RMF）壁、部分充填型補強組積

造（RMP）壁）の強度と変形に関する回帰分析結果と回帰式を示す。なお、回帰分析の結果

には回帰式と偏相関行列の大きい順に回帰式の影響因子の適用範囲も併せて示す。また、第

4 章と同様に、以下の 5つの係数を用いて、回帰式と実験値の相関性を示す。 

 n ：試験体数 

 MV ：平均値 

 SD ：標準偏差 

 CV ：変動係数 

 R ：重相関係数 

 ERR30 ：実験値と回帰式の比が 0.7～1.3（30%）以内となるデータ数の割合 

 

5.1 補強組積造（RM）壁のひび割れ強度・変形 

 本節では、せん断破壊（S）、曲げせん断破壊（FS）、曲げ破壊（F）全ての補強組積造（RM）

壁（全充填型補強組積造（RMF）壁、部分充填型補強組積造（RMP）壁）において、ひび割

れ時における強度と変形の回帰分析と回帰式を示す。なお、ひび割れ時における実験データ

は、2.1節に示すように、文献中に強度又は変形のどちらかの値が示されている場合はその

値を採用した。また、実験結果である履歴曲線のグラフがある場合は、記載がない方のデー

タを読み取ったが、グラフの記載がない場合は値が示されている強度（又は変形）のみを採

用した。このため、強度と変形のデータ数が対をなしていない。 

 図 5.1 に全充填型補強組積造（RMF）壁のひび割れ強度 τcr、基準化ひび割れ強度 τcr/Fm、

ひび割れ変形 Rcrの回帰分析の結果を示す。ひび割れ強度 τcrの変動係数（CV）は 0.19、30%

以内のデータ数（ERR30）は 88%であった。基準化ひび割れ強度 τcr/Fm の変動係数（CV）

は、0.18、30%以内のデータ数（ERR30）は 91%であった。ひび割れ変形 Rcrの変動係数（CV）

は、0.44、30%以内のデータ数（ERR30）は 67%であった。 

 図 5.2に部分充填型補強組積造（RMP）壁のひび割れ強度 τcr、基準化ひび割れ強度 τcr/Fm、

ひび割れ変形 Rcrの回帰分析の結果を示す。ひび割れ強度 τcrの変動係数（CV）は 0.37、30%

以内のデータ数（ERR30）は 60%であった。基準化ひび割れ強度 τcr/Fm の変動係数（CV）

は、0.41、30%以内のデータ数（ERR30）は 64%であった。ひび割れ変形 Rcrの変動係数（CV）

は、0.51、30%以内のデータ数（ERR30）は 57%であった。 

  



 

50 

 

 

 

 

  

  

  

(a) ひび割れ強度 τcr (b) 基準化ひび割れ強度 τcr/Fm 

 

 

 

(c) ひび割れ変形 Rcr 

図 5.1 ひび割れ時における強度と変形の回帰分析 

（全充填型補強組積造（RMF）壁） 
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(a) ひび割れ強度 τcr (b) 基準化ひび割れ強度 τcr/Fm 

 

 

 

(c) ひび割れ変形 Rcr 

図 5.2 ひび割れ時における強度と変形の回帰分析 

（部分充填型補強組積造（RMP）壁） 
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5.2 全充填型補強組積造（RMF）壁の降伏強度・変形 

 本節では、せん断破壊（S）、曲げせん断破壊（FS）、曲げ破壊（F）全ての全充填型補強組

積造（RMF）壁において、降伏時における強度と変形の回帰分析と回帰式を示す。なお、降

伏時における実験データは、2.1節に示すように、文献中に強度又は変形のどちらかの値が

示されている場合はその値を採用した。また、実験結果である履歴曲線のグラフがある場合

は、記載がない方のデータを読み取ったが、グラフの記載がない場合は値が示されている強

度（又は変形）のみを採用した。このため、強度と変形のデータ数が対をなしていない。 

 図 5.3 に全充填型補強組積造（RMF）壁の降伏強度 τy、基準化降伏強度 τy/Fm、降伏変形

Ry の回帰分析の結果を示す。降伏強度 τy の変動係数（CV）は、0.29、30%以内のデータ数

（ERR30）は 81%であった。基準化降伏強度 τy/Fmの変動係数（CV）は、0.31、30%以内の

データ数（ERR30）は 70%であった。降伏変形 Ryの変動係数（CV）は、0.34、30%以内の

データ数（ERR30）は 58%であった。 
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(a) 降伏強度 τy (b) 基準化降伏強度 τy/Fm 

 

 

 

(c) 降伏変形 Ry 

図 5.3 降伏時における強度と変形の回帰分析 

（全充填型補強組積造（RMF）壁） 
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5.3 せん断破壊する補強組積造（RM）壁の最大強度・変形と限界変形 

 本節では、せん断破壊型（S）及び曲げせん断破壊（FS）に分類した補強組積造（RM）壁

（全充填型補強組積造（RMF）壁、部分充填型補強組積造（RMP）壁）の最大強度点と限界

点における強度と変形の回帰分析と回帰式を示す。 

 図 5.4に全充填型補強組積造（RMF）壁の基準化最大強度 τmax/Fm、最大強度時変形 Rmax、

限界変形 Ru の回帰分析の結果を示す。基準化最大強度 τmax/Fm の変動係数（CV）は 0.17、

30%以内のデータ数（ERR30）は 92%であった。最大強度時変形 Rmaxの変動係数（CV）は、

0.41、30%以内のデータ数（ERR30）は 57%であった。限界変形 Ruの変動係数（CV）は、

0.57、30%以内のデータ数（ERR30）は 48%であった。 

 図 5.5に部分充填型補強組積造（RMP）壁の基準化最大強度 τmax/Fm、最大強度時変形 Rmax、

限界変形 Ru の回帰分析の結果を示す。基準化最大強度 τmax/Fm の変動係数（CV）は 0.39、

30%以内のデータ数（ERR30）は 60%であった。最大強度時変形 Rmaxの変動係数（CV）は、

0.43、30%以内のデータ数（ERR30）は 57%であった。限界変形 Ruの変動係数（CV）は、

0.42、30%以内のデータ数（ERR30）は 51%であった。 
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(a) 基準化最大強度 τmax/Fm (b) 最大強度時変形 Rmax 

 

 

 

(c) 限界変形 Ru 

図 5.4 最大強度、限界点における強度と変形の回帰分析 

（全充填型補強組積造（RMF）壁）（S, FS） 
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(a) 基準化最大強度 τmax/Fm (b) 最大強度時変形 Rmax 

 

 

 

(c) 限界変形 Ru 

図 5.5 最大強度、限界点における強度と変形の回帰分析 

（部分充填型補強組積造（RMP）壁）（S, FS） 
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5.4 曲げ破壊する全充填型補強組積造（RMF）壁の最大強度・変形と限界変形 

 本節では、曲げ破壊（F）に分類した全充填型補強組積造（RMF）壁の最大強度点と限界

点における強度と変形の回帰分析と回帰式を示す。 

 図 5.6に曲げ破壊（F）に分類した全充填型補強組積造（RMF）壁の基準化最大強度 τmax/Fm、

最大強度時変形 Rmax、限界変形 Ruの回帰分析の結果を示す。基準化最大強度 τmax/Fmの変動

係数（CV）は 0.23、30%以内のデータ数（ERR30）は 87%であった。最大強度時変形 Rmax

の変動係数（CV）は、0.50、30%以内のデータ数（ERR30）は 52%であった。限界変形 Ruの

変動係数（CV）は、0.30、30%以内のデータ数（ERR30）は 69%であった。 
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(a) 基準化最大強度 τmax/Fm (b) 最大強度時変形 Rmax 

 

 

 

(c) 限界変形 Ru 

図 5.6 最大強度、限界点における強度と変形の回帰分析 

（全充填型補強組積造（RMF）壁）（F） 

  

0

0.1

0.2

0.3

0 0.1 0.2 0.3

実
験
値

n 52

MV 1.00

SD 0.23

CV 0.23

R=0.73

ERR30 87%

1.3

0.7

1.0F

0

10

20

30

40

0 10 20 30 40

実
験
値

(×
1

0
-3

)

n 52

MV 1.01

SD 0.50

CV 0.50

R=0.51

ERR30 52%

1.3

0.7

1.0

F

0

10

20

30

40

0 10 20 30 40

実
験
値

(×
1

0
-3

)

n 52

MV 1.00

SD 0.30

CV 0.30

R=0.55

ERR30 69%

1.3

0.7

1.0F



 

59 

 

第 6 章 枠組組積造（FM）壁の強度・変形の回帰分析 

 

 本章では、枠組組積造（FM）壁（先積型枠組組積造（CM）壁、後積型枠組組積造（MI）

壁）の強度と変形に関する回帰分析結果と回帰式を示す。なお、回帰分析の結果には回帰式

と偏相関行列の大きい順に回帰式の影響因子の適用範囲も併せて示す。また、第 4章、第 5

章と同様に、以下の 5つの係数を用いて、回帰式と実験値の相関性を示す。 

 n ：試験体数 

 MV ：平均値 

 SD ：標準偏差 

 CV ：変動係数 

 R ：重相関係数 

 ERR30 ：実験値と回帰式の比が 0.7～1.3（30%）以内となるデータ数の割合 

 

6.1 枠組組積造（FM）壁のひび割れ強度・変形 

 本節では、せん断破壊（S）、曲げせん断破壊（FS）、曲げ破壊（F）全ての枠組組積造（FM）

壁（先積型枠組組積造（CM）壁、後積型枠組組積造（MI）壁）において、ひび割れ時にお

ける強度と変形の回帰分析と回帰式を示す。なお、ひび割れ時における実験データは、2.1

節に示すように、文献中に強度又は変形のどちらかの値が示されている場合はその値を採

用した。また、実験結果である履歴曲線のグラフがある場合は、記載がない方のデータを読

み取ったが、グラフの記載がない場合は値が示されている強度（又は変形）のみを採用した。

このため、強度と変形のデータ数が対をなしていない。 

 図 6.1 に先積型枠組組積造（CM）壁のひび割れ強度 τcr、基準化ひび割れ強度 τcr/Fm、ひ

び割れ変形 Rcrの回帰分析の結果を示す。ひび割れ強度 τcrの変動係数（CV）は 0.46、30%

以内のデータ数（ERR30）は 58%であった。基準化ひび割れ強度 τcr/Fm の変動係数（CV）

は、0.44、30%以内のデータ数（ERR30）は 61%であった。ひび割れ変形 Rcrの変動係数（CV）

は、0.59、30%以内のデータ数（ERR30）は 58%であった。 

 図 6.2に後積型枠組組積造（MI）壁のひび割れ強度 τcr、基準化ひび割れ強度 τcr/Fm、ひび

割れ変形 Rcrの回帰分析の結果を示す。ひび割れ強度 τcrの変動係数（CV）は 0.51、30%以

内のデータ数（ERR30）は 37%であった。基準化ひび割れ強度 τcr/Fmの変動係数（CV）は、

0.44、30%以内のデータ数（ERR30）は 54%であった。ひび割れ変形 Rcr の変動係数（CV）

は、0.88、30%以内のデータ数（ERR30）は 25%であった。 
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(a) ひび割れ強度 τcr (b) 基準化ひび割れ強度 τcr/Fm 

 

 

 

(c) ひび割れ変形 Rcr 

図 6.1 ひび割れ時における強度と変形の回帰分析 

（先積型枠組組積造（CM）壁） 
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(a) ひび割れ強度 τcr (b) 基準化ひび割れ強度 τcr/Fm 

 

 

 

(c) ひび割れ変形 Rcr 

図 6.2 ひび割れ時における強度と変形の回帰分析 

（後積型枠組組積造（MI）壁） 
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6.2 せん断破壊する枠組組積造（FM）壁の最大強度・変形と限界変形 

 本節では、せん断破壊型（S）及び曲げせん断破壊（FS）に分類した枠組組積造（FM）壁

（先積型枠組組積造（CM）壁、後積型枠組組積造（MI）壁）の最大強度と限界点における

強度と変形の回帰分析と回帰式を示す。 

 図 6.3に先積型枠組組積造（CM）壁の基準化最大強度 τmax/Fm、最大強度時変形 Rmax、限

界変形 Ruの回帰分析の結果を示す。基準化最大強度 τmax/Fmの変動係数（CV）は 0.32、30%

以内のデータ数（ERR30）は 66%であった。最大強度時変形 Rmaxの変動係数（CV）は、0.53、

30%以内のデータ数（ERR30）は 48%であった。限界変形 Ruの変動係数（CV）は、0.53、

30%以内のデータ数（ERR30）は 53%であった。 

 図 6.4 に後積型枠組組積造（MI）壁の基準化最大強度 τmax/Fm、最大強度時変形 Rmax、限

界変形 Ruの回帰分析の結果を示す。基準化最大強度 τmax/Fmの変動係数（CV）は 0.31、30%

以内のデータ数（ERR30）は 70%であった。最大強度時変形 Rmaxの変動係数（CV）は、0.59、

30%以内のデータ数（ERR30）は 44%であった。限界変形 Ruの変動係数（CV）は、0.51、

30%以内のデータ数（ERR30）は 46%であった。 
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(a) 基準化最大強度 τmax/Fm (b) 最大強度時変形 Rmax 

 

 

 

(c) 限界変形 Ru 

図 6.3 最大強度、限界点における強度と変形の回帰分析 

（先積型枠組組積造（CM）壁）（S, FS） 
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(a) 基準化最大強度 τmax/Fm (b) 最大強度時変形 Rmax 

 

 

 

(c) 限界変形 Ru 

図 6.4 最大強度、限界点における強度と変形の回帰分析 

（後積型枠組組積造（MI）壁）（S, FS） 
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第 7 章 分析結果のまとめ 

 

 本章では、第 3章～第 6章の分析結果について考察とまとめを行う。 

 

7.1 強度・変形の実験値の分析 

 本節では、3.1 節の強度・変形の実験値の分布について考察とまとめを行う。図 7.1 に表

3.1より得られた確率密度曲線の最大値に対応する強度と変形より、組積造壁（RMF、RMP、

CM、MI）と鉄筋コンクリート造（RC）壁の復元力特性を示す。 

 

 

 

(a) 強度 τ 

 

(b) 基準化強度 τ/Fm, τ/Fc 

図 7.1 確率密度曲線の最大値に対応する強度と変形による復元力特性 
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（1） ひび割れ時の強度と変形 

 図 3.1(a)より、ひび割れ強度 τcrでは全充填型補強組積造（RMF）壁と鉄筋コンクリート

造（RC）壁が他の組積造壁（RMP、CM、MI）に比べ大きな値を示した。一方、図 3.1(b)よ

り、基準化ひび割れ強度 τcr/Fm・τcr/Fcでは組積造壁（RMF、RMP、CM、MI）及び鉄筋コン

クリート造（RC）壁がほぼ同じ値を示した。このため、全充填型補強組積造（RMF）壁と

鉄筋コンクリート造（RC）壁は他の組積造壁（RMP、CM、MI）に比べ、高い材料強度（組

積体の圧縮強度 Fm（N/mm2）、コンクリートの圧縮強度 Fc（N/mm2））のものが使用されて

いる。 

 図 3.1(c)より、ひび割れ変形 Rcrでは部分充填型補強組積造（RMP）壁、全充填型補強組

積造（RMF）壁、後積型枠組組積造（MI）壁、先積型枠組組積造（CM）壁、鉄筋コンクリ

ート造（RC）壁の順に大きい値を示した。 

 図 7.1(a)より、原点とひび割れ点を結んだ剛性である初期剛性は鉄筋コンクリート造（RC）

壁が最も大きく、全充填型補強組積造（RMF）壁、先積型枠組組積造（CM）壁、後積型枠

組組積造（MI）壁、部分充填型補強組積造（RMP）壁と小さくなる。これは、組積造壁（RMF、

RMP、CM、MI）が鉄筋コンクリート造（RC）壁に比べ、一体性に乏しく、特に部分充填型

補強組積造（RMP）壁の場合では壁内に空洞があるためと考えられる。 

 図 3.1 より、組積造壁（RMF、RMP、CM、MI）のひび割れ強度 τcrと組積体の見掛け上

の引張強度を表す変数√𝐹𝑚の相関係数を求めると 0.584 となり、2.5節の圧縮強度 σBとコン

クリートのひび割れ強度 cσtの相関係数（0.475）よりも正の相関があり、組積造壁のばらつ

きは小さい傾向があると言える。 

 

（2） 降伏時の強度と変形 

 図 3.2(a)、図 3.2(b)より、降伏強度 τy及び基準化降伏強度 τy/Fm・τy/Fcでは、鉄筋コンクリ

ート造（RC）壁の方が全充填型補強組積造（RMF）壁より大きな値を示した。また、図 3.2(c)

より、降伏変形 Ry においても、鉄筋コンクリート造（RC）壁の方が全充填型補強組積造

（RMF）壁より大きな値を示した。このため、鉄筋コンクリート造（RC）壁より全充填型

補強組積造（RMF）壁は、初期剛性（原点とひび割れ点を結んだ剛性）は小さいが、強度が

小さい段階で降伏するため、鉄筋コンクリート造（RC）壁より早期に降伏する。また、図

3.2(c)、図 7.1より、全充填型補強組積造（RMF）壁はひび割れとほぼ同時に降伏し、その

後、2程度の塑性率で最大強度を示す。 

 

（3） 最大強度と最大強度時変形 

 図 3.3より、最大強度 τmax及び基準化最大強度 τmax/Fm・τmax/Fcでは、鉄筋コンクリート造

（RC）壁の方が組積造壁（RMF、RMP、CM、MI）より大きな値を示した。組積造壁のう

ち、全充填型補強組積造（RMF）壁が最も大きな最大強度 τmaxを示したが、基準化最大強度

τmax/Fmでは組積造壁の種別による差異はほとんど見られなかった。これは、ひび割れ強度で
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も述べたように、全充填型補強組積造（RMF）壁が他の組積造壁（RMP、CM、MI）に比べ、

高い材料強度（組積体の圧縮強度 Fm（N/mm2））を用いているためである。また、表 2.2、

表 2.4 より、全充填型補強組積造（RMF）壁と鉄筋コンクリート造（RC）壁は他の組積造

壁（RMP、CM、MI）に比べ、高い軸応力度 σ0を有することも要因として考えらえる。 

 図 3.4(a)より、最大強度時変形 Rmax では後積型枠組組積造（MI）壁が最も大きな値を示

した。全充填型補強組積造（RMF）壁、部分充填型補強組積造（RMP）壁、先積型枠組組積

造（CM）壁はほぼ同じ値を示し、富井による鉄筋コンクリート造（RC）壁 16)とほぼ同程度

の値であった。一方、図 3.4(a)、図 7.1より、本資料で誘導した鉄筋コンクリート造（RC）

壁は組積造壁（RMF、RMP、CM、MI）よりも大きい値を示した。本資料の鉄筋コンクリー

ト造（RC）壁と富井による鉄筋コンクリート造（RC）壁 16)が異なる要因として、富井によ

る鉄筋コンクリート造（RC）壁 16)が 1968年以前の実験値に基づく結果である一方、本資料

による鉄筋コンクリート造（RC）壁は 1971年以降の実験値を用いているため、コンクリー

トや鉄筋などの材料強度及び軸力等が異なることが考えられる。このため、近年の鉄筋コン

クリート造（RC）壁と比べて、全充填型補強組積造（RMF）壁、部分充填型補強組積造（RMP）

壁、先積型枠組組積造（CM）壁は最大強度 τmax と最大強度時変形 Rmax が小さいと言える。 

 

（4） 限界変形 

 図 3.4(b)より、限界変形 Ruでも後積型枠組組積造（MI）壁が最も大きな値を示した。鉄

筋コンクリート造（RC）壁、先積型枠組組積造（CM）壁、全充填型補強組積造（RMF）壁、

部分充填型補強組積造（RMP）壁の順に大きな値を示し、全充填型補強組積造（RMF）壁と

先積型枠組組積造（CM）壁はほぼ同じ値を示した。これより、全充填型補強組積造（RMF）

壁、部分充填型補強組積造（RMP）壁、先積型枠組組積造（CM）壁はある程度の一体性を

有しているが、後積型枠組組積造（MI）壁は破壊メカニズムが異なり、限界点では壁と柱・

梁の一体性が損なわれていると考えられる（図 1.4(c)参照） 

 

（5） 降伏変形に対する塑性率と最大強度時変形に対する塑性率 

 表 3.1 より、限界変形 Ruと最大強度時変形 Rmaxの比（Ru／Rmax）である最大強度時変形

に対する塑性率では、全充填型補強組積造（RMF）壁、先積型枠組組積造（CM）壁、後積

型枠組組積造（MI）壁が鉄筋コンクリート造（RC）壁に比べ、大きな値を示した。また、

部分充填型補強組積造（RMP）壁のみ鉄筋コンクリート造（RC）壁より小さな値を示した。

これより、全充填型補強組積造（RMF）壁と先積型枠組組積造（CM）壁は鉄筋コンクリー

ト造（RC）壁より優れた延性を有している。一方、部分充填型補強組積造（RMP）壁は、

全充填型補強組積造（RMF）壁と比べると充填部分が少なく、壁内に空洞があり、先積型枠

組組積造（CM）壁と比べると柱梁骨組みによる拘束がないため、変形性能は小さいと言え

る。なお、後積型枠組組積造（MI）壁の値が大きいのは、前述のように、破壊メカニズムが

他の組積造壁（RMF、RMP、CM）と異なるためである（図 1.4(c)参照）。 
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 限界変形 Ruと降伏変形 Ryの比（Ru／Ry）である降伏変形に対する塑性率では、全充填型

補強組積造（RMF）壁の方が鉄筋コンクリート造（RC）壁に比べ、大きな値を示した。こ

れより、全充填型補強組積造（RMF）壁は、鉄筋コンクリート造（RC）壁に比べ強度は小

さいが、変形性能は大きいと言える。 

 

（6） 復元力特性 

 図 7.1 より、鉄筋コンクリート造（RC）壁は全充填型補強組積造（RMF）壁、部分充填

型補強組積造（RMP）壁、先積型枠組組積造（CM）壁に比べ、大きな強度と変形を示した。

組積造壁の比較では、後積型枠組組積造（MI）壁のみ異なる復元力特性を示した。また、部

分充填型補強組積造（RMP）壁が強度、変形共に小さい結果となった。全充填型補強組積造

（RMF）壁と先積型枠組組積造（CM）壁は、基準化強度 τ/Fmではほぼ同じ復元力特性を示

したが、強度 τでは全充填型補強組積造（RMF）壁の方が大きい値を示した。これより、全

充填型補強組積造（RMF）壁と先積型枠組組積造（CM）壁は似たような性質を有し、その

違いは材料強度（組積体の圧縮強度 Fm）による影響が大きい。部分充填型補強組積造（RMP）

壁は、全充填型補強組積造（RMF）壁と比べると充填部分が少なく、壁内に空洞があり、先

積型枠組組積造（CM）壁と比べると柱梁骨組みによる拘束がないため、強度、変形共に乏

しい復元力特性を示した。後積型枠組組積造（MI）壁は他の組積造壁（RMF、RMP、CM）

と異なる性質を有している。鉄筋コンクリート造（RC）壁は強度、一体性共に優れている。 
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7.2 鉄筋コンクリート造（RC）壁の評価式の適用 

 本節では、第 4 章の鉄筋コンクリート造（RC）壁に用いられる評価式の適用について考

察とまとめを行う。 

 図 4.1より、全充填型補強組積造（RMF）壁は、せん断強度式((2.10)式)と曲げ強度式((2.11)

式)と良い対応を示した。部分充填型補強組積造（RMP）壁のせん断強度は、せん断強度式

((2.10)式)より小さい値を示すデータが多く、曲げ強度式((2.11)式)と良い対応を示した。 

 図 4.2より、基準化最大強度 τmax/Fmの回帰分析と補強組積造（RM）壁（全充填型補強組

積造（RMF）壁＋部分充填型補強組積造（RMP）壁）の実験値は良い対応を示した。 

 上記より、全充填型補強組積造（RMF）壁は、回帰式の代わりにせん断強度式((2.10)式)と

曲げ強度式((2.11)式)を用いても良い。一方、部分充填型補強組積造（RMP）壁は回帰式の代

わりに、曲げ強度式((2.11)式)を用いても良いが、せん断強度では回帰式を用いるか、せん断

強度式((2.10)式)に係数を乗じる必要がある。 

 図 4.3より、せん断強度式((2.10)式)では、後積型枠組組積造（MI）壁、先積型枠組組積造

（CM）壁共にばらつく結果となり、先積型枠組組積造（CM）壁はせん断強度式((2.10)式)よ

り小さい値を示すデータが多かった。曲げ強度式((2.11)式)では、先積型枠組組積造（CM）

壁が良い対応を示したが、後積型枠組組積造（MI）壁は変動係数（CV）が 0.81となり、曲

げ強度式((2.11)式)よりかなり小さな値を示すデータが多かった。 

 図 4.4より、基準化最大強度 τmax/Fmの回帰分析では、枠組組積造（FM）壁（先積型枠組

組積造（CM）壁＋後積型枠組組積造（MI）壁）の実験値は良い対応を示した。 

 上記より、先積型枠組組積造（CM）壁は、回帰式の代わりに曲げ強度式((2.11)式)を用い

ても良い。一方、後積型枠組組積造（MI）壁は、回帰式を用いた方が良い。 
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7.3 強度を推定する回帰式 

 本節では、第 5章、第 6章の強度を推定する回帰式について考察とまとめを行う。 

 図 5.1～図 6.4の強度を推定する回帰式と偏相関行列の大きい順に回帰式の影響因子の適

用範囲を表 7.1 及び(7.1)式～(7.15)式に示す。なお、MV は平均値、SD は標準偏差、CV は

変動係数、ERR30は 30%以内のデータ数（ERR30）を示す。 

 全充填型補強組積造（RMF）壁のひび割れ強度 τcr、基準化ひび割れ強度 τcr/Fmの 30%以内

のデータ数（ERR30）はそれぞれ 88%、91%となり、鉄筋コンクリート部材の降伏曲げモー

メントの推定式において、±20%の範囲に実験値の約 90%が入る精度 19)には及ばないが、

鉄筋コンクリート部材の曲げ降伏時剛性低下率 αy の推定式において、±30%の範囲に実験

値の 90%が入る精度 19)と同等の精度であると言える。また、文献 19)にて、鉄筋コンクリー

ト部材のひび割れ時の実験値のばらつきは大きいが、本資料の全充填型補強組積造（RMF）

壁は鉄筋コンクリート部材よりばらつきが小さいと言える。降伏強度 τy、基準化降伏強度

τy/Fmの 30%以内のデータ数（ERR30）は 81%、70%となった。せん断破壊型（S）及び曲げ

せん断破壊（FS）に分類した全充填型補強組積造（RMF）壁の基準化最大強度 τmax/Fmの 30%

以内のデータ数（ERR30）は 92%と実験値と極めて良い対応を示した。曲げ破壊（F）に分

類した全充填型補強組積造（RMF）壁の基準化最大強度 τmax/Fm の 30%以内のデータ数

（ERR30）は 87%となった。全充填型補強組積造（RMF）壁の強度を推定する回帰式は、

30%以内のデータ数（ERR30）は 70%～92%となり、実験値を良く推定しうる。 

 部分充填型補強組積造（RMP）壁のひび割れ強度 τcr、基準化ひび割れ強度 τcr/Fmの 30%以

内のデータ数（ERR30）はそれぞれ 60%、64%となった。せん断破壊型（S）及び曲げせん

断破壊（FS）に分類した部分充填型補強組積造（RMP）壁の基準化最大強度 τmax/Fmの 30%

以内のデータ数（ERR30）は 60%となった。部分充填型補強組積造（RMP）壁の強度を推定

する回帰式は、30%以内のデータ数（ERR30）は 60%～64%となった。 

 先積型枠組組積造（CM）壁のひび割れ強度 τcr、基準化ひび割れ強度 τcr/Fmの 30%以内の

データ数（ERR30）は 58%、61%となった。せん断破壊型（S）及び曲げせん断破壊（FS）

に分類した先積型枠組組積造（CM）壁の基準化最大強度 τmax/Fm の 30%以内のデータ数

（ERR30）は 66%となった。先積型枠組組積造（CM）壁の強度を推定する回帰式は、30%

以内のデータ数（ERR30）は 58%～66%となった。 

 後積型枠組組積造（MI）壁のひび割れ強度 τcr、基準化ひび割れ強度 τcr/Fmの 30%以内の

データ数（ERR30）は 37%、54%となった。せん断破壊型（S）及び曲げせん断破壊（FS）

に分類した後積型枠組組積造（MI）壁の基準化最大強度 τmax/Fm の 30%以内のデータ数

（ERR30）は 70%となった。後積型枠組組積造（MI）壁の強度を推定する回帰式は、30%以

内のデータ数（ERR30）は 37%～70%となった。 

 強度を推定する回帰式では、全充填型補強組積造（RMF）壁が 70%以上の精度を有し、ひ

び割れ強度 τcr、基準化ひび割れ強度 τcr/Fm、せん断破壊型（S）及び曲げせん断破壊（FS）

に分類した基準化最大強度 τmax/Fm、曲げ破壊（F）に分類したに分類した基準化最大強度
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τmax/Fm は鉄筋コンクリート部材の曲げ降伏時剛性低下率 αy の推定式において、±30%の範

囲に実験値の 90%が入る精度と同等の精度を有していた。また、部分充填型補強組積造

（RMP）壁、先積型枠組組積造（CM）壁、後積型枠組組積造（MI）壁の順に良い精度を示

した。 
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7.4 変形を推定する回帰式 

 本節では、第 5章、第 6章の変形を推定する回帰式について考察とまとめを行う。 

 図 5.1～図 6.4の変形を推定する回帰式と偏相関行列の大きい順に回帰式の影響因子の適

用範囲を表 7.2及び(7.16)式～(7.30)式に示す。なお、MVは平均値、SD は標準偏差、CVは

変動係数、ERR30は 30%以内のデータ数（ERR30）を示す。 

 全充填型補強組積造（RMF）壁のひび割れ変形 Rcr、降伏変形 Ry の 30%以内のデータ数

（ERR30）はそれぞれ 67%、58%とった。せん断破壊型（S）及び曲げせん断破壊（FS）に

分類した全充填型補強組積造（RMF）壁の最大強度時変形 Rmax、限界変形 Ruの 30%以内の

データ数（ERR30）はそれぞれ 57%、48%となった。曲げ破壊（F）に分類した全充填型補

強組積造（RMF）壁の最大強度時変形 Rmax、限界変形 Ruの 30%以内のデータ数（ERR30）

はそれぞれ 52%、69%となった。全充填型補強組積造（RMF）壁の変形を推定する回帰式は、

30%以内のデータ数（ERR30）は 48%～69%となった。 

 部分充填型補強組積造（RMP）壁のひび割れ変形 Rcrの 30%以内のデータ数（ERR30）は

57%となった。せん断破壊型（S）及び曲げせん断破壊（FS）に分類した部分充填型補強組

積造（RMP）壁の最大強度時変形 Rmax、限界変形 Ruの 30%以内のデータ数（ERR30）はそ

れぞれ 57%、51%となった。部分充填型補強組積造（RMP）壁の変形を推定する回帰式は、

30%以内のデータ数（ERR30）は 51%～57%となった。 

 先積型枠組組積造（CM）壁のひび割れ変形 Rcrの 30%以内のデータ数（ERR30）は 58%

となった。せん断破壊型（S）及び曲げせん断破壊（FS）に分類した先積型枠組組積造（CM）

壁の最大強度時変形 Rmax、限界変形 Ruの 30%以内のデータ数（ERR30）はそれぞれ 48%、

53%となった。先積型枠組組積造（CM）壁の変形を推定する回帰式は、30%以内のデータ数

（ERR30）は 48%～58%となった。 

 後積型枠組組積造（MI）壁のひび割れ変形 Rcrの 30%以内のデータ数（ERR30）は 25%と

なった。せん断破壊型（S）及び曲げせん断破壊（FS）に分類した後積型枠組組積造（MI）

壁の最大強度時変形 Rmax、限界変形 Ruの 30%以内のデータ数（ERR30）はそれぞれ 44%、

46%となった。後積型枠組組積造（MI）壁の変形を推定する回帰式は、30%以内のデータ数

（ERR30）は 25%～46%となった。 

 変形を推定する回帰式では、強度を推定する回帰式に比べて、30%以内のデータ数（ERR30）

は小さくなる傾向を示した。また、部分充填型補強組積造（RMP）壁、全充填型補強組積造

（RMF）壁、先積型枠組組積造（CM）壁、後積型枠組組積造（MI）壁の順に良い精度を示

した。なお、後積型枠組組積造（MI）壁において、ひび割れ変形 Rcrの 30%以内のデータ数

（ERR30）が 25%と極めて小さい値となった要因として、後積型枠組組積造（MI）壁は破

壊メカニズムが他の組積造壁（RMF、RMP、CM）と異なるため、ひび割れが生じる箇所（柱、

梁、壁）が実験値によって異なるためと考えられる。本資料の回帰式を用いる際は、これら

の精度を考慮する必要がある。 
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7.5 復元力特性における各折れ点に関する評価式 

 復元力特性の骨格曲線モデルを図 7.2に示す。図 7.2のひび割れ点、最大強度点、限界点

における強度と変形について、7.3節、7.4節の回帰式または、7.2節の鉄筋コンクリート造

（RC）壁に用いられる評価式を用いて設定する。 

 ひび割れ点において、全ての組積造壁（RMF、RMP、CM、MI）の強度と変形は回帰式を

用いて設定する。 

 最大強度点において、強度は表 7.3に示すように、全充填型補強組積造（RMF）壁は、回

帰式またはせん断強度式((2.10)式)と曲げ強度式((2.11)式)を用いて良い。部分充填型補強組

積造（RMP）壁は、回帰式または曲げ強度式((2.11)式)を用いて良い。図 7.3に 0.7倍したせ

ん断強度式((2.10)式)と実験値の比較を示す。なお、著しくせん断強度式((2.10)式)と乖離し

た RMP 2-1 No.59（組積体の圧縮強度 Fm＝3.58N/mm2）のデータ 2.12)は除いた。変動係数

（CV）は 0.31、30%以内のデータ数（ERR30）は 72%と良い対応を示している。このため、

0.7倍したせん断強度式((2.10)式)も回帰式の代わりに用いても良いと言える。先積型枠組組

積造（CM）壁は、回帰式または曲げ強度式((2.11)式)を用いて良い。後積型枠組組積造（MI）

壁は、回帰式のみを用いる。 

 限界点において、全ての組積造壁（RMF、RMP、CM、MI）の強度と変形は回帰式を用い

て設定する。 

 なお、全充填型補強組積造（RMF）壁のみ、降伏点を求める場合には回帰式を用いて設定

する。 

 

 

 

 

図 7.2 復元力特性の骨格曲線モデル 
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表 7.3 最大強度点における強度の設定 

 

 

 

図 7.3 鉄筋コンクリート造（RC）壁に用いられるせん断強度式×0.7 の場合 

（部分充填型補強組積造（RMP）壁） 

 

  

RMF 回帰式 せん断強度式(2.10)式) 曲げ強度式（(2.11)式)

RMP 回帰式 せん断強度式(2.10)式)×0.7 曲げ強度式（(2.11)式)

CM 曲げ強度式（(2.11)式)

MI 回帰式
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7.6 鉄筋コンクリート造耐震診断基準の組積造壁構造への適用 

 本節では、前述したせん断破壊する組積造壁の靭性指標 F、強度寄与係数 α、せん断強度

回帰式を用いて鉄筋コンクリート造の耐震診断基準を適用し、組積造建物の耐震性能を評

価する方法について述べる。 

 

（1） 鉄筋コンクリート造（RC）壁の靭性指標 F 値と異なる靭性指標 F 値を用いる方法 

 3.2節で述べた通り、組積造壁の靭性指標 F 値はせん断破壊する鉄筋コンクリート造（RC）

壁の靭性指標 F 値（＝1.0）より大きい。このうち、全充填型補強組積造（RMF）壁、部分

充填型補強組積造（RMP）壁、先積型枠組組積造（CM）壁の靭性指標 F 値は、いずれもせ

ん断柱の靭性指標 F 値（1.0～1.27）の範囲内にその値があるため、鉄筋コンクリート造（RC）

壁よりやや大きな靭性指標 F 値を有するせん断部材として扱えばよい。せん断破壊する後

積型枠組組積造（MI）壁の靭性指標 F値（＝1.52）は、鉄筋コンクリート造の耐震診断基準

におけるせん断部材の靭性指標 F値の範囲（1.0～1.27）を超えるため、耐震診断基準の適用

外となる。このため、後積型枠組組積造（MI）壁の適用については、今後の課題とする（後

述 7.8節）。 

 なお、強度指標を求めるためのせん断強度は、後述の安全率を乗じた回帰式を用いて計算

する。 

 

（2） 鉄筋コンクリート造（RC）壁の靭性指標 F 値と同じ靭性指標 F 値を用い、強度寄

与係数 α を考慮する方法 

 3.2節で述べた強度寄与係数 αを用いれば、組積造壁を鉄筋コンクリート造（RC）壁と同

じ靭性指標 F 値（＝1.0）を有するせん断壁として扱うことができる。なお、後積型枠組組

積造（MI）壁では、靭性指標 F 値（＝1.52）は適用外の値であるが、鉄筋コンクリート造

（RC）壁と同じ靭性指標 F（＝1.0）を用い、強度寄与係数 α（＝0.44）を乗じたせん断強度

を用いれば、耐震診断基準を適用することができる。 

 なお、強度指標を求めるためのせん断強度は、後述の安全率を乗じた回帰式を用いて計算

する。 

 

（3） 組積造壁のせん断強度の評価 

 鉄筋コンクリート造の耐震診断基準を適用する際の基準化最大強度 τmax/Fm について考察

する。せん断破壊する組積造壁の基準化最大強度 τmax/Fm の回帰式は 7.3 節より、(7.5)式、

(7.9)式、(7.12)式、(7.15)式で表せる。(7.5)式、(7.9)式、(7.12)式、(7.15)式は、いわば、実験

値の平均値を示しているので、組積造壁のせん断強度を安全側に評価するためには、安全率

を乗じた式を用いる必要がある。本項では、安全率を乗じた式を例示し、その式を下回る確

率（せん断破壊リスク（%））について述べる。 

 (7.5)式、(7.9)式、(7.12)式、(7.15)式に安全率 0.7 を乗じた式を(7.31)式～(7.34)式に示す。
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図 7.4に(7.31)式～(7.34)式と実験値との比較及び、安全率 0.7を乗じた回帰式を下回る確率

（せん断破壊リスク（%））を示す。なお、本資料では、誤差の許容範囲を 30%としている

（2.5節参照）ため安全率を 0.7とした。 
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+ 0.0068
𝐹𝑐
𝐹𝑚

+ 0.090
𝐴𝑐
𝐴𝑤

) (7.34) 

 

 全充填型補強組積造（RMF）壁((7.31)式)は、せん断破壊リスクが 1%となった。部分充填

型補強組積造（RMP）壁((7.32)式)は、せん断破壊リスクが 21%となった。先積型枠組組積

造（CM）壁((7.33)式)は、せん断破壊リスクが 18%となった。後積型枠組組積造（MI）壁

((7.34)式)は、せん断破壊リスクが 18%となった。本資料の回帰式に安全率 0.7を乗じた(7.31)

式～(7.34)式を用いる際は、20%程度のせん断破壊リスクを考慮する必要がある。 

 

注) 参考のため、20%のせん断破壊リスクを許容する場合の各組積造壁の安全率を、確率論

を用いて求めると全充填型補強組積造（RMF）壁で 0.89、部分充填型補強組積造（RMP）

壁で 0.69、先積型枠組組積造（CM）壁及び後積型枠組組積造（MI）壁で 0.73 となり、

全充填型補強組積造（RMF）壁、部分充填型補強組積造（RMP）壁、先積型枠組組積造

（CM）壁、後積型枠組組積造（MI）壁の安全率は、上記の検討における安全率（＝0.7）

にほぼ一致した。 
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(a) 全充填型補強組積造（RMF）壁 (b) 部分充填型補強組積造（RMP）壁 

  

(c) 先積型枠組組積造（CM）壁 (d) 後積型枠組組積造（MI）壁 

図 7.4 安全率 0.7 を乗じた回帰式と実験値の比較 
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7.7 分析結果の建研ウェブサイトへの搭載 

 本資料で用いた組積造壁構造実験データベースは下記のサイトにて公開している。研究

者、実務者等は、実務や研究において本データベースを活用することを望まれる。 

国際地震工学センターホームページ（IISEE） 

組積造構造実験データベース（Masonry Experimental Database） 

https://iisee.kenken.go.jp/masonry/Jpn.html（英語版） 

https://iisee.kenken.go.jp/masonry/Eng.html（日本語版） 

E-mail：iisee@kenken.go.jp 

 

 本資料で用いた鉄筋コンクリート造（RC）壁のデータは以下のサイト「鉄筋コンクリー

ト造構造実験データベースを用いた試験体検索システム」5.47)にて文献を検索し、収集した。 

国立研究開発法人建築研究所ホームページ 

「鉄筋コンクリート造構造実験データベースを用いた試験体検索システム」 

（URL: https://www.kenken.go.jp/japanese/research/str/rc_str_expdb.html） 
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7.8 今後の課題 

 前述では、組積造壁構造実験データベースに関して破壊モード、ひび割れ強度及び変形、

降伏強度及び変形、最大強度及び変形、限界変形について検討を行った。本資料の検討によ

り明らかになった今後の課題（追加検討事項、再検討事項）は以下の通りである。 

 

① 後積型枠組組積造（MI）壁の再検討 

 後積型枠組組積造（MI）壁は 7.1節の復元力特性の比較などより、他の組積造壁（RMF、

RMP、CM）と異なる性質を示した。後積型枠組組積造（MI）壁は拘束鉄筋コンクリート造

フレームを設置した後に組積造を施工するため、他の組積造壁（RMF、RMP、CM）に比べ、

一体性が乏しい。このため、破壊メカニズムに差異が生じたと言える（図 1.4(c)参照）。今

後は、後積型枠組組積造（MI）壁の実情に即した破壊メカニズムを用いた分析により、精度

を高めた評価式を提案する。 

 

② 鉄筋コンクリート造耐震診断基準の組積造建築物への適用性の検討 

 3.2節では、鉄筋コンクリート造の耐震診断基準で用いられる靭性指標 Fと強度寄与係数

αについて、組積造壁ごとの値を示した。しかし、世界的にみて組積造の建物は、鉄筋コン

クリート造柱梁と組積造壁の混合構造で設計されることが多い。このため、本資料で得られ

た強度及び変形を推定する回帰式、靭性指標 F と強度寄与係数 α を用いて、鉄筋コンクリ

ート造の耐震診断基準を準用し、鉄筋コンクリート造柱梁と組積造壁の混合構造の耐震診

断法を提案する。 

 

③ 構造実験データベースのメンテナンス 

 今後、組積造壁に使用される材料の高強度化、建物の高層化、実験データの増加が予測で

きる。このため、組積造壁構造実験データベースのメンテナンスを適宜行うと共にウェブサ

イトの更新を行う。 

 

④ 組積造建物の設計における応答低減係数の提案 

 地震時における建築物の耐震性を簡明に表す係数がある。この係数は、日本では応答低減

係数 Fhまたは構造特性係数 DS、米国では Response Modification Factor（R）、ヨーロッパで

は Behavior Factor（q）として規定に用いられている。しかしながら、各国の耐震規定にお

ける応答低減係数の諸数値の根拠は詳しく示されていない。一方、実験データ及び解析デー

タに基づいて特定の構造形式における建物の応答低減係数を求める研究が散見されている。

このため、本資料における組積造壁構造実験データベースを用いて、組積造壁形式の建物の

応答低減係数（Response Modification（Reduction） Factor）を検討、誘導する。 
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第 8 章 結論 

 

 本資料では水平力を受ける 543体の組積造壁（全充填型補強組積造（RMF）壁が 149体、

部分充填型補強組積造（RMP）壁が 114体、先積型枠組組積造（CM）壁が 150体、後積型

枠組組積造（MI）壁が 130体）の構造実験データベースを作成し、強度・変形（ひび割れ強

度及び変形、降伏強度及び変形、最大強度及び変形、限界変形）について回帰式を提案し、

その精度を示した。 

 以下に、得られた知見を記す。 

① 強度・変形の確率密度分布（関数）の最大値に対応する変形を結ぶことにより、全充填

型補強組積造（RMF）壁、部分充填型補強組積造（RMP）壁、先積型枠組組積造（CM）

壁、後積型枠組組積造（MI）壁、鉄筋コンクリート造（RC）壁の骨格曲線を作成し、

組積造壁構造形式間の差異を明示した。 

② 最大強度時変形の確率密度分布（関数）の最大値に対応する変形より、鉄筋コンクリー

ト造耐震診断基準に準じて、各組積造壁の靭性指標 Fと強度寄与係数 αを求めた。 

③ 組積造壁構造実験データベースの回帰分析より、組積造壁の強度及び変形を推定する

回帰式を提案し、その精度を示した。 

④ 全充填型補強組積造（RMF）壁の強度を推定する回帰式の±30%以内のデータ数（ERR30）

は、ひび割れ強度が 88%～91%、最大強度が 87%～92%となり、他の組積造壁（RMP、

CM、MI）より良い精度を示した。また、降伏強度を推定する回帰式の±30%以内のデ

ータ数（ERR30）は 70%～81%であった。 

⑤ 部分充填型補強組積造（RMP）壁、先積型枠組組積造（CM）壁、後積型枠組組積造（MI）

壁の強度を推定する回帰式はの±30%以内のデータ数（ERR30）は、ひび割れ強度が 37%

～64%、最大強度が 60%～70%であった。 

⑥ 組積造壁の変形を推定する回帰式の±30%以内のデータ数（ERR30）は、ひび割れ変形

が 25%～67%、最大強度時変形が 44%～57％、限界変形が 46%～69%であった。また、

全充填型補強組積造（RMF）壁の降伏変形を推定する回帰式の±30%以内のデータ数

（ERR30）は 58%であった。変形を推定する回帰式は強度を推定する回帰式に比べ、ば

らつきが大きい。 

⑦ せん断破壊する組積造壁のせん断強度を安全側に評価するため、強度を推定する回帰

式に安全率 0.7を乗じた式を提示し、せん断破壊リスク（%）が 20%程度であることを

示した。 

⑧ 鉄筋コンクリート造（RC）壁に用いられるせん断強度式は、全充填型補強組積造（RMF）

壁のせん断強度を良い精度（変動係数（CV）＝0.23）で推定しうる。また、同式に 0.7

を乗じたせん断強度式は、部分充填型補強組積造（RMP）壁のせん断強度を良い精度

（変動係数（CV）＝0.31）で推定しうる。 
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⑨ 鉄筋コンクリート造（RC）壁に用いられる曲げ強度式は、全充填型補強組積造（RMF）

壁、部分充填型補強組積造（RMP）壁、先積型枠組組積造（CM）壁と良い対応を示し

た（変動係数（CV）＝0.22～0.38）。 

⑩ 本資料で作成した組積造壁構造実験データベースを国際地震工学研修センターのホー

ムページ上に公開した。（組積造構造実験データベース（Masonry Experimental Database）：

https://iisee.kenken.go.jp/masonry/Jpn.html（日本語版）、https://iisee.kenken.go.jp/masonry/ 

Eng.html（英語版）） 
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